
                                

平成 26 年度第２回 

横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会  
 

日時：平成 27 年３月 27 日（金）午前 10 時～12 時 
場所：横浜市健康福祉総合センター９階 901・902 会議室 

 

■ 次 第■ 

１ 開  会 １０：００～ 

 

２ 議  事 １０：０５～ 

 

【議事１】第３期横浜市地域福祉保健計画推進の取組について ＜資料１－１～２、２－１～２、参考資料＞ 

 

 

【議事２】地域福祉保健の推進に係る関係団体等の事業・取組について ＜資料３－１～２＞ 

 

 

３ 報   告 １１：５０～ 

 

【報告１】区地域福祉保健計画推進のための地域活動参考事例集について ＜資料４＞ 

 

【報告２】第３期区地域福祉保健計画策定状況について ＜資料５＞ 

 

４ 閉 会 １２：００ 

 

------------------------------------------------------------------------------------- 

＜委員会配付資料一覧＞ 

○平成 26年度第２回横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会 次第 ＊ 

○横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会 委員名簿・事務局名簿 ※ 

○第３期横浜市地域福祉保健計画の推進に向けて               ＜資料１－１＞ 

○平成 27年度 第３期横浜市地域福祉保健計画 関連事業取組予定スケジュール ＜資料１－２＞ 

○第３期横浜市地域福祉保健計画評価の基礎データについて       ＜資料２－１＞ 

○第３期横浜市地域福祉保健計画（柱１～３）評価シート        ＜資料２－２＞＊ 

○地域福祉保健推進に係る平成 27年度実施予定の取組について（一覧）    ＜資料３－１＞ 

○地域福祉保健推進に係る平成 27年度実施予定の取組について（参考資料）  ＜資料３－２＞ 

○区地域福祉保健計画推進のための地域活動参考事例集          ＜資料４＞ ※ 

○第３期区地域福祉保健計画の策定状況                         ＜資料５＞ ※ 

○個別支援と地域支援の融合（身近な地域のつながり・支えあい活動推進事業報告書）＜参考資料＞※ 
 
＊当日差替資料 

※当日配付資料 
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第３期横浜市地域福祉保健計画に基づき、市と市社協の役割分担を明確化した上で、相互に補完し、連携・役割分担を行いながら、取組を推進しています。

平成27年3月27日

横浜市の取組 横浜市社会福祉協議会の取組

推
進
の
柱
１

（１）第３期区計画の策定支援（柱1-1-1）
区計画策定に向けた情報提供や予算配付等の支援
＜平成26年度＞
　平成26～27年度に各区において行われる第３期区計画（地区別計画含む）の
策定作業に対して、全区統一的な取組の方向性の提示、参考となる考え方や方
法の情報提供、区同士による情報共有の機会づくり、策定に係る予算配付等に
よる支援を行いました。

＜平成27年度＞
　26年度に引き続き、各区計画の年度内の策定に向け、各区への情報提供や情
報共有の機会づくり、策定に係る予算配付等の支援を行っていきます。

（１）第３期区計画の策定支援（柱1-1-1）
市域での情報共有、研修実施
＜平成26年度＞
　区社協職員が区役所と協働し、区域計画の策定や住民が主体となった地区別
計画策定が行えるよう、計画担当者会議での課題等の情報共有を行いました。
また、各区からの計画策定に関する相談に対して、市域で情報を集約、提供
し、支援を行いました。
　さらに、区社協の計画担当者以外の地区担当職員に対して、地区別計画策定
において地域の支援ができるよう計画理解研修を実施しました。
◆区社協職員対象計画理解研修　2回
◆計画担当者会議の実施　2回

＜平成27年度＞
　26年度に引き続き、各区計画の策定に向け、各区への情報提供や情報提供の
機会づくり、区社協担当者対象の研修を行います。また、地区別計画の策定・
推進が進むよう、地域の支援を行います。

（２）重点的支援が必要な地区への支援（柱1-1-3）
地域の見守り体制づくりへの支援
＜平成26年度＞
　地域での共助を支援していくため、「高齢化率が高い」「支援が必要な人が
多い」等の支援が必要な地区を対象として、地域の見守りの取組に対し、新た
な活動のきっかけづくり・活動強化及び継続的な見守り活動と拠点に要する費
用について助成を行いました。
◆（26年度助成地区数）10地区（８区）
◆これまでの助成地区数（助成終了地区）９地区

＜平成27年度＞
　27年度に引き続き、地域の見守りの取組に対し助成を行います。

推
進
の
柱
２

（１）支援につながらず孤立している高齢者等の把握、支援（柱2-2）
旭区市営ひかりが丘団地、泉区市営上飯田団地におけるモデル事業の実施
＜平成26年度＞
　孤立して困難を抱えている高齢者等を把握し、必要な支援に結び付けるた
め、モデル地区で地域包括支援センター職員等の個別訪問による実態把握や相
談支援を実施するとともに、必要な支援策の検討を行いました。

＜平成27年度＞
　引き続き、個別訪問による実態把握や相談支援を実施するとともに、ひかり
が丘団地において相談機能付きサロンをモデル設置するなどの取組を進めてい
きます。

（１）身近な地域のつながり・支えあい活動推進事業（柱2-2-1）
区域における個別支援から地域支援への展開、報告書作成
＜平成26年度＞
　区社協が課題を抱えた人へ地域住民とともに支援を行ったことにより、地域
住民自らが個別の課題を地域課題として捉え、主体的に解決に向けた取組を展
開するようになり、より身近なエリアできめ細かな見守りの輪や、新たな居場
所などが生まれています。
　このような、住民が主体的に個別ニーズの解決につながる地域活動を展開す
るための支援の方法や考え方を、地域ケアプラザをはじめとする地域支援に携
わる関係機関と共有し、より一層取組を広げていけるよう、身近な地域のつな
がり・支えあい活動推進事業の具体的な展開事例をまとめた報告書を作成しま
した。

区域における個別支援から地域支援への展開
＜平成27年度＞
　26年度に引き続き、各区社協が住民、地域ケアプラザと協働して個別ニーズ
の把握、解決から地域課題の把握、解決へ向けた取組が行えるよう支援しま
す。

（２）各分野の地域の生活課題を把握・調整・解決する仕組みと地域福祉保健の推進
の連動を見据えた効果的で効率的な仕組みづくり（柱2-2-2）（☆新規）
庁内検討会の開催
＜平成27年度＞
　各分野（高齢・障害・子ども・生活困窮等）で行われているそれぞれのネッ
トワーク会議であげられた地域課題を、区域、市域につなげていく仕組みづく
りを検討します。

（３）地域のつながりを健康づくりに生かす取組の充実（柱2-2-3）
普及啓発用リーフレット作成、関係局区職員、関係機関向け研修の実施
＜平成26年度＞
　福祉保健センターや市民活動を中心的に進める関係局区・関係機関職員等に
よる検討会を開催し、ソーシャル・キャピタル（地域のつながりや人との関わ
り）が健康に欠かせないことをわかりやすく示すリーフレットを作成しまし
た。
　また、関係局区職員を対象とした研修会を実施し、市内で行われている様々
な事業等や既存の業務の中で、市民へ幅広く啓発していくための体制づくりを
行いました。
◆リーフレット作成部数　30,000部
◆26年度研修参加者　80名

＜平成27年度＞
　研修の対象を市民活動支援に関わる局区（市民局・地域力推進担当職員）や
関係機関（地域ケアプラザ、社協、区民活動支援センター等）に広げ、引き続
き、様々な場面を活用して普及啓発に取り組む体制づくりを行います。

（２）権利擁護の取組（権利擁護事業、市民後見人養成・活動支援事業、
法人後見事業）（柱2-3）
市民後見人養成課程の実施、市民後見人支援
＜平成26年度＞
　地域における権利擁護の担い手の育成を進め、事業を通じて把握した個別
ニーズを地域福祉活動につなげる取組を行いました。
　市民後見人養成は、第１期（平成24～25年度）養成課程修了者を、横浜市市
民後見人バンクに登録しました。その中で後見人として選任され、活動を開始
した方の支援を行いました。また、第２期養成課程は、９月からの基礎編の研
修を終え、27年６月末の修了に向け後見業務に関する実務編の研修を実施して
います。
◆第１期市民後見人養成課程修了者の市民後見人バンク登録(モデル3区) 42名
◆市民後見人受任者の活動支援　8名（１名は申立中）
◆第２期市民後見人養成課程実施(15区)　42名

市民後見人支援、啓発、各区権利擁護事業の推進
＜平成27年度＞
　27年７月以降は全市で市民後見人が後見人等の候補となる体制が整うため、
市内を７つのブロックに分け、受任に向けた調整やバンク登録者及び市民後見
人の活動支援を行います。さらに、市民への普及啓発活動の一環として、市民
後見に関するシンポジウムを開催するなど、地域における権利擁護の担い手の
育成を進め、市民参加のもと権利擁護の体制作りを総合的に推進します。

（４）地域福祉保健推進のためのコーディネート機能の向上（柱2-2-5、柱2-2-6）
地域ケアプラザ地域活動交流コーディネーター育成のあり方に関する方向性の検討
＜平成26年度＞
　地域ケアプラザ地域活動交流コーディネーター育成についての現状や課題を
把握し、育成のあり方についての方向性を検討するため、地域ケアプラザ地域
活動交流コーディネーターの育成に関係する機関への聞き取りや、研修受講者
等に対しアンケートやグループインタビューを行いました。

＜平成27年度＞
　地域ケアプラザ地域活動交流コーディネーターの育成を効果的に進めるた
め、育成のあり方を検討します。

資料１－１ 

第３期横浜市地域福祉保健計画の推進に向けて 
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横浜市の取組 横浜市社会福祉協議会の取組

（４）企業の地域貢献活動の充実に向けた支援（柱3-4-3、柱3-4-4）
企業の社会貢献支援、マッチングシステムの運用開始
＜平成26年度＞
　企業の社会（地域）後見支援として企業と地域、団体のコーディネートを行
うとともに、地域貢献活動に関する企業向けセミナーを開催しました。
より気軽に企業と地域がつながる仕組みづくりとして、ホームページを使用し
たマッチングシステム「ジョインとよこはま」の運用を開始しました。
◆企業向けセミナーの開催　25社参加
◆企業と地域、団体のコーディネート　28件

企業の社会貢献支援、マッチングシステムの周知
＜平成27年度＞
　26年度に引き続き企業と地域、団体のコーディネートの実施、企業向けセミ
ナーを開催し、「ジョインとよこはま」が一層利用されるよう周知を行いま
す。
　また、区社協などの中間支援組織によるコーディネートの推進を図るため、
区社協や地域ケアプラザ等を対象に研修機会やノウハウを提供します。

（３）地域福祉保健の取組を広げるための地域に関わる様々な公的機関の連携促進
（柱3-5-1）
地域施設間の連携促進を目的とした情報共有会議等の実施
＜平成26年度＞
　地域の課題解決や魅力ある地域づくりを図るために、各区の市民活動支援セ
ンター、区社協、地域ケアプラザ、地区センター等、地域の市民活動の支援に
関わる施設・組織において、施設間で情報共有を行う会議の開催等、施設間が
連携した取組を進めました。

＜平成27年度＞
引き続き、地域施設間で情報共有を行う会議の開催等、施設間が連携した取組
を進めます。 （５）よこはま地域福祉フォーラムの開催（柱3-4-1）（☆新規）

フォーラムの開催、事例集の作成
＜平成27年度＞
　よこはま地域福祉フォーラムの実施と事例集の発行により、地域における支
えあい活動の共有を進め、更なる地域福祉活動の充実を図ります。

推
進
の
柱
３

（１）対象層を明確にした市民参加の働きかけに向けた検討（柱3-1、柱3-4）
効果的な普及啓発の取組の検討
＜平成27年度＞
　市社協と連携し、子どもから高齢者まで、市民の多くが地域福祉保健に関心
を持ち、地域全体で支えあい、つながりをつくることを実現していくため、
様々な世代に向けて、対象層に合った方法で取組への参加を働きかけていくた
めに、効果的な普及啓発の取組について検討していきます。

（１）対象層を明確にした市民参加の働きかけに向けた検討（柱3-1、柱3-4）
計画PR用動画作成等
＜平成26年度＞
　地域福祉保健計画の目的とその効果を市民にわかりやすく伝え、より多くの
市民の参加を得て住民主体の地区別計画を策定・推進していくために、計画に
関する普及啓発動画を市と連携して作成しました。

＜平成27年度＞
市と連携し、効果的な普及啓発の取組について検討していきます。

（２）幅広い福祉教育(啓発)の実施（柱3-1-4、柱3-1-5、柱3-2-1）
福祉教育（啓発）事業方針作成、プログラム集作成
＜平成26年度＞
　学校向けの福祉教育、地域向けの福祉啓発に市社協・区社協がどう取り組ん
でいくべきかを福祉教育（啓発）事業方針にまとめ、福祉教育（啓発）を実施
しました。また、学校向け事前事後学習プログラム及び企業向けプログラム集
の作成について検討を行いました。

プログラム集の活用
＜平成27年度＞
　26年度に引き続き、福祉教育を学校や学生に対して実施するほか、広く地域
の住民、機関・団体、企業等を対象に福祉啓発を実施できるよう、区ボラン
ティアセンターやケアプラザ等との協働により次のような取組を推進します。
・子どもと地域の人材とのつながりを意識したプログラムによる学校における
福祉教育の実践
・学校に向けた事前事後学習の提案方法に関する継続的な検討
・地域住民を対象とした福祉啓発の取組の支援
・区社協と協働した企業に向けた福祉啓発の提案及び実施

（２）高齢者の意欲と能力（シニアパワー）が発揮できる場と出番づくり（柱3-3-2）
モデル地区での取組実施に向けた検討及び調整
＜平成26年度＞
　地域活動の選択肢を増やし、高齢者が活動に参加しやすい仕組みづくりを進
めていくため、高齢者が様々な地域活動に参加することにより地域とのつなが
りを築き、健康を維持できるような新たな「場」や「機会」を創出するため
の、地域に根差した取組のモデル実施に向けた検討を行い、モデル地区での取
組開始に向け、地域や区役所、関係機関等との調整を行いました。
◆27年度取組開始予定モデル地区：１区（金沢区）

モデル地区での取組実施
＜平成27年度＞
　モデル地区にて地域の高齢者と小学校が連携した取組を実施し、取組が高齢
者の心身の健康等に与えた効果を検証し、他区でも新たな事業を展開していく
手法について検討していきます。

（３）高齢者の意欲と能力（シニアパワー）が発揮できる場と出番づくり（柱3-3-2）
関係機関との協働、モデル事業における連携
＜平成26年度＞
　活力のある高齢者にさまざまな活動への参加の機会を提供し、自己実現や地
域の担い手として役割を果たすため、シルバー人材センター・老人クラブ連合
会と協定を締結しました。
　「いきいきシニア就労支援スポット」（金沢区でモデル施行）において、シ
ニア世代が就労、ボランティア、地域活動と幅広く活動を相談できる場として
ポータルサイトへの情報掲載など連携した取組を進めました。

モデル事業における連携、企業向け社員研修の実施
＜平成27年度＞
　26年度に引き続き、いきいきシニア就労支援スポット事業等において連携を
進めるほか、企業と協働し定年退職後の生活設計に向けた社員研修を実施しま
す。



主担当 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

市
市社協

市
市社協

18区
共通

市
市社協

◆区計画担当者新任
研修（市）

◆区担当者会議①
（市）

◆区責任職研修（市） 研究発表会
（事例報告）

◆区担当者会議②
（市）

◆区担当者会議③
（市）

市

市 各区へのリーフレット配布

市社協
区社協担当者会議① 区社協担当者会議② 区社協担当者会議③

市  

市
市社協

人材育成ビジョン策定

市 学識経験者との調整
研修企画・
新たな研修プログラム
の検討

区への周知
次年度に向けた研修

企画

市
市社協 市民後見人バンク登録者

（第１期養成者）受任調整
市民後見人バンク登録者
（１・２期養成者）受任調整

市民後見に関する
シンポジウム開催

市社協 活用による実践 各区取組事例の集約
検証・見直し

市
市社協

次年度以降の
取組の検討

市社協
◇12/11よこはま地域
福祉フォーラム開催

市
市社協

◇企業と地域をつなぐ
マッチングサイトの活
用（市社協）

◇コーディネート実践
　　　　　　（市社協）

市

市
市社協

⑤地域福祉保健人材の育成
(柱2-2-6）

②高齢者の意欲と能力が発揮
できる場と出番づくり
（地域におけるシニアパワー
発揮推進事業 等）（柱3-3-2）

「支援を必要とする
人が的確に支援へ
つながる仕組みを
つくる」における

取組

①健康キャラバン事業

③地域の生活課題を把握・
調整・解決する仕組みづくり
（柱2-2-2）

④地域ケアプラザの機能と人材
を生かすための環境づくり
（柱2-2-5）

②身近な地域のつながり・
支え合い活動推進事業
（柱2-2-1）

⑥権利擁護の取組（権利擁護、
市民後見人養成・活動支援事
業、法人後見）（柱2-3）

①幅広い福祉教育（啓発）の
実施
(柱3-1-4、3-1-5、3-2-1）

⑤地域施設間の連携
（柱3-5-1)

「幅広い市民参加
から地域福祉保健
の取組が広がる

仕掛けをつくる」にお
ける取組

③よこはま地域福祉フォーラム
の開催（柱3-4-1）

④企業・学校との連携事業
（企業の地域貢献活動の
充実に向けた支援等）
(柱3-4-3、3-4-4､3-5-1）

その他 普及・啓発（市民向け）

平成27年度　第３期横浜市地域福祉保健計画　関連事業取組予定スケジュール

策定・推進委員会、計画検討会

②重点的支援が必要な地区
への支援

市・市社協関係会議

①各区・地区別計画
策定・推進

「地域住民が主役と
なり地域課題に
取り組むための
基盤をつくる」に

おける取組

委員会②委員会① 計画検討会

研修実施

◆庁内検討ＰJ（市）

地域の見守りネットワーク構築支援事業等の推進

地域ケア会議/自立支援協議会/虐待防止ネットワーク/子育て支援ネットワーク等における地域課題を区域、市域につなげていく仕組みづくりを検討

H27.3.27 資料１－２

市と市社協の定例会

◇経営改善推進本部
（市社協）

◇経営改善推進本部
（市社協）

市・区計画策定・推進、各種研修実施 ／ 市・区計画策定・推進状況等の情報提供 ／ 管理職会、担当者会議等での情報交換実施

★区計画策定支援

◆地域支援研修①（市）
（福祉保健分野別）

◆地域支援研修②（市）

（福祉保健分野別）

◆e‐News発行（毎月）（局から区への情報発信）

区域研修（３区）

推進の柱１

◇区社協計画担当
者会議①(市社協) ◇区社協・地区担当者研修

（市社協）
◇区社協計画担当
者会議②(市社協)

◇区社協計画担当
者会議③(市社協)

推進の柱２ 各区社協による実践

区社協担当者研修

地域支援研修②
（市社協身近事業）

第2期市民後見人養成課程（実務編） 市民後見人バンク登録者（１期・２期養成課程修了者）及び市民後見人活動支援（相談支援、成年後見サポートネット、合同研修会、定期面談、自主勉強会運営支援等）

教育委員会との調整を随時実施 支援機関職員及び教職員に対する
研修会等での活用方法の提案

推進の柱３

検証

シニア大学での
ボランティア講座実施

啓発・養成講座の情報収集と発信
（本会HP、就労支援スポット等の活用）

企業との協働実施市民活動支援センター等との打ち合わせ（随時）

企業との協働による定年
退職者向け研修の提案

モデル区での取組実施
（介入調査）

効果検証

H28モデル事業実施準備（モデル区との調整

分科会発表事例
募集

分科会発表事例
決定

◇チラシ作成・周知開始 事例集（報告書）作成 事例集（報告書）発行

市社協・区社協合同
プロジェクト開催

関係局・機関との調整 教育委員会/ 経済局(コミュニティビジネス等手法活用の仕組みづくり）/ 市民局/ 政策局（共創フロントを活用したマッチングの仕組みづくり）

◇中間支援組織職員向け
研修（市社協）

普及啓発動画の活用

市内５区（南、磯子、青葉、
都筑、戸塚区）を中心に

取組実施
各地域施設が持つ機能を有効に活用するための施設間が連携した取組の推進

地域ケアプラザ地域交流コーディネーターの人材育成ビジョン策定のための検討

研修の評価

研修会（地域ケアプラザ・区
社協・区民活動支援センター

等）

市域・区域での様々な事業を活用した普及啓発の実施

◇企業向けセミナー①②
（市社協）

地域支援研修①
（市社協身近事業）

対象層を明確にした市民参加の働きかけに向けた効果的な普及啓発の取組の検討



 

 

第３期横浜市地域福祉保健計画評価の基礎データについて 

 

 平成 26年度第１回横浜市地域福祉保健計画策定・推進委員会において、ご承認いただき

ました、第３期市計画の評価手法に基づき、計画開始前の現状値となる基礎データを収集

しました。 

  

１ 基礎データの収集方法について 

  各区福祉保健センター、各区社会福祉協議会、局関係各課等に 25 年３月 31 日時点で

のデータを照会しました。 

  

２ 基礎データの内訳について                       （種類） 

 内容 
量的 

データ 

質的 

データ 
参考値 

柱１ 地域住民が主役となり地域課題に取り組むための基盤をつくる ５ ６ ３ 

柱２ 支援を必要とする人が的確に支援へつながる仕組みをつくる 12 24 ２ 

柱３ 幅広い市民参加から地域福祉保健の取組が広がる仕掛けをつくる ６ 39 11 

 ※参考値の一部について変更あり（資料 2-2下線部分） 

 

３ 基礎データの概要について（詳細は資料 2-2参照） 

 （１）柱１について 

    約７割の区で、地区別支援チームが地区を支援し様々な活動や、動きに繋がって

います。内容についても、高齢や障害などの分野だけでなく、子ども、防災、健康

づくりなど幅広い分野の取組となっています。また、一部の区では重点的な支援が

必要な地域に対する支援も始まっています。 

    また、地区別支援チームで地区への支援目標等を決めているところは６割程度と

なっています。 

 （２）柱２について 

   約 7 割の区では、地域における見守りの仕組みとして、「支え合いマップ」の作成

や「見守り隊」などの取組が始まっています。また、健康づくりの視点を生かした地

域活動も保健活動推進員等を中心にすべての区で実施されています。 
    一方で地域の生活課題を把握し解決する仕組み作りは、地域ケア会議や、地域自

立支援協議会など分野ごとに様々な会議等と連動して来ていますが、分野共通の課

題解決の仕組みづくりの取組は進んでいません。 

 （３）柱３について 

    約８割の区では、学校と地域が連携した取り組みが進んでいます。また、地元企

業や商店街、ＮＰＯ法人、社会福祉施設等と連携した取組により、幅広い市民参加

が促され、つながりや支えあいの仕組みが作られはじめています。  

一方で、高齢者の幅広い参加を促すための新たな取組の実施については、一部の区

での実施となっています。 

健康福祉局福祉保健課 
平成 27 年３月 27 日 

資料２－１ 

 



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性

1 量的 地区別計画策定・推進組織の設置率 【区】福祉保健課 Ｂ 91.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

2 質的
地区別支援チームとして効果的に地区を
支援した事例

【区】福祉保健課 A

○18区中、14区において、地区別支援チームが関わることで効果的に地域を支援している。
○14区中、５区は区内で複数の地区で取組が行われている。
【効果的な事例】
・地区別支援チームが地域のマップづくりを支援する中で、地域力推進担当の補助金申請につながり、自主組織が立ち上がった。
・地域内での関心が高い防災に対し、地区別支援チームが調整等を実施市防災研修会の開催につながった。
・地区社協の活動に地区別支援チームが関わり、赤ちゃん教室のニーズ調査を行い、子育てカフェの立ち上げにつながった。

3 量的
地域ケアプラザ（特養包括含む）あたりの
地域福祉のネットワーク構築数

【局】地域ケアプラ
ザ事業実績報告書
様式６

A 536 箇所 0 箇所 0 箇所

4 質的
地区別計画の取組により、地域の生活課
題の解決につながっていることが顕著な
事例

Ａ

○18区中、14区中で、地区別計画の取組により、地域の生活課題の解決につながっている顕著な事例があった。
○ある区では、顕著な取組ではなくても、全地区で達成されているなど、拡がりが顕著な事例もあった。
【生活課題の解決に顕著な事例】
・情報が伝わりにくいという地域課題の解決のため、広報プロジェクトを立ち上げ、広報誌の作成など地区全体に情報発信を行う
工夫をした。
・地区の見守りを重層的に行うため、地域の企業や商店にインタビュー調査を行い、検討を進めた。
・全地区で子育てサロン、多くの地区で高齢者サロンが立ち上がり、利用者も増え孤立予防につながっている。

5 質的
地区別計画策定・推進において地域住民
の主体性が顕著だった事例

Ｂ

○全ての区で計画の推進は地域住民が主体となっている。
【主体性が顕著な事例】
・地域のつながりマップ作成の活動を通じて、作業部会ができ、マップ作成から見えてきた地域活動を地域住民同士で主体的に話
し合う機会が増えた。
・地区によりホームページを立ち上げて、情報発信をしている。
・担い手不足が地域課題であったが、自らボランティアを募集し、地域の事業に生かすことができ、更に高齢者サロンを立ち上
げ、ボランティアの活躍の場を広げた。

地区別支援チームによる「地区別計画
への支援目標・取組内容」を取り決め
たチームの割合

62.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

地区別計画策定・推進組織を設置して
いる地区数 224 地区数 0 地区数 0 地区数

地区別計画策定地区数・地区別支援
チーム数 239 チーム数 0 チーム数 0 チーム数

6 量的
地域ケアプラザ（特養包括含む）あたりの
地域福祉のネットワーク構築数(柱１　No3
再掲)

【局】地域ケアプラ
ザ事業実績報告書
様式６

A 536 箇所 箇所 箇所

7 量的
地域の見守りネットワーク構築支援事業
の実施地区数

【局】福祉保健課 C 6 地区数 地区数 地区数

8 質的
企業、事業所、施設等との協働により、有
機的・重層的に機能したネットワークづくり
の取組

【局】福祉保健課、
市社協、【区】福祉
保健課、区社協

C

○区で実施しなければならない様々な対象者別のネットワーク会議等を通じた取組は全区で行われている。
○地区が独自に取り組んでいる企業や事業所、施設等との協働によるネットワークづくりの取組は18区中７区のみ。
【協働によるネットワークづくりの事例】
・地域ケアプラザを中心に子育て支援に関わる地域活動団体や保育園、ＮＰＯ法人代表等が連絡会を開催し、情報の共有・発信や
協働でイベントを開催。
・地域ケアプラザエリア内の商店や事業所、施設に対し、認知症高齢者への見守り協力を依頼。異変に気付いた時にケアプラザと
連携が取れるようにネットワークを作っている。
・在宅医療を支える多職種のネットワークを作り、隔月の定例会と年３回の研修を実施。
・行政、区社協、施設が連携して地域の高次脳機能障害者とその家族支援を目的としてネットワークをつくり、月１回の定例会と
年３回の家族会を実施。

参考値
地区別支援チームによる「地区別計画
への支援目標・取組内容」を取り決め
たチーム割合（再掲　柱１　参考値）

【区】福祉保健課 62.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

9 質的
重点的な支援が必要な地域の共通項と効
果的な支援策の検討状況

【局】福祉保健課 Ａ 自助・共助が困難になっている地域への支援のための事業を予算化し、平成26年度より区と一緒に事業に実施。

10 質的
重点的な支援が必要な地域に向けた取
組の状況

【区】福祉保健課 Ａ

○18区中、７区では重点的支援が必要な地域を決めるまでに至らず、取組は始まっていない。
○取組が開始されている区では、モデル的な取組としてプロジェクト方式で動き出している区が多い。
【取組の状況】
・自助・共助が困難になっている、複合的な課題の多い市営団地の支援のためのプロジェクトを立ち上げ。
・ＵＲ賃貸団地の再生を核に、地域との連携で取り組む郊外型住宅の活性化モデルプロジェクトの実施。
・要援護者・生活困窮者等が多い団地で拠点設置へ向けて取組を実施。

参考値
地域ケアプラザ（特養包括含む）運営
か所数(柱１　No11再掲)

【局】地域支援課 136 箇所 箇所 箇所

1-1-4
地域福祉保健推
進の環境整備 11 量的

地域ケアプラザ（特養包括含む）運営か所
数

【局】地域支援課 Ａ 136 箇所 箇所 箇所

                 第３期　横浜市地域福祉保健計画　柱１　評価シート＜平成25年度データ収集の結果＞

年度推移評価
の

視点

データの
出典

尺度
Ｎｏ取組内容 平成29年度平成27年度平成25年度

1-1-3

現状分析を踏ま
えた重点的支援
が必要な地域の
焦点化と支援の
あり方の明確化

1-1-1

区役所・区社協・
地域ケアプラザ
による地域支援
の体制づくりと支
援目標の明確化

【区】福祉保健課

参考値 【区】福祉保健課

1-1-2

個別支援と地域
支援の連動を見
据えた施策の展
開と地域の様々
な取組を有機的・
重層的に機能さ
せるためのネット
ワークづくり

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点

B：住民参画のプロセスを評価する視点

C：関係機関・民間企業等との連携についての視点

資料２‐２



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性

1 量的
災害時要援護者支援の取組を実施して
いる自治会・町内会数

【局】福祉保健課
（災援担当） Ａ 1,961 箇所 箇所 箇所

2 量的
ひとり暮らし高齢者「地域で見守り推進事
業」の取組地区数

【局】地域支援課 Ａ 259 地区 地区数 地区数

3 質的
区域において、地域による見守りや災害
時要援護者支援の推進を支援する取組
の実施状況

【局】福祉保健課
（災援担当） Ａ

・25年10月から条例に基づく「情報共有方式」による取組が可能となり、従来から地域で取組んでいる「手上げ方式」「同意
方式」に加え、「情報共有方式」も選択できるようになったため、より地域の実情に応じた取組が行えるようになった。

4 質的
見守りの充実に顕著な効果が認められる
地域主体の取組の事例

【区】福祉保健課 Ｂ

○全ての区で見守りの充実に効果的な取組は行われている。地区を決めて取り組んでいる、区が多い。
【取組事例】
・見守りの担い手である「訪問員」を地域主体で募り、要援護者約２人に１人の見守り体制を構築。
・地区内の全９町会において、町会の状況に合わせた見守り活動を実施。アンケートや班ごとに把握した要援護者の見守り訪
問を年１回から50回実施。

5 質的
孤立から生じるリスクに対する自助・共
助・公助の組み合わせによる具体的な取
組(孤立死防止）

【局】福祉保健課
Ａ・
Ｂ・Ｃ

平成25年度末時点では具体的な取組はなし

6 質的
孤立から生じるリスクに対する自助・共
助・公助の組み合わせによる具体的な取
組(高齢者虐待防止・認知症対策）

【局】高齢在宅支援
課 Ａ・Ｃ

【早期発見、必要な時にすみやかに支援につながること、再発予防をめざして】
①全区で認知症サポーター養成講座・講演会・研修会を通して認知症や高齢者虐待への理解をすすめています。
②認知症コールセンター・地域包括支援センター・区役所等、匿名でも相談したいときに身近で相談できる環境を整えていま
す。
③全区で地域の医療機関・介護保険事業所・警察・消防・企業等で話合いを行い、支援者同士の協力体制を構築しています。
④困ったときには市民が自ら助けを求めることができるよう、地域でさりげなく見守り、声をかけ合い、必要な時には支援機
関につなぐことができる見守りのネットワークづくりをしています。徘徊認知症高齢者ＳＯＳネットワークの実施や、介護者
のつどいを開催する等住み慣れた地域でつながりの場をつくって、相談しやすい環境づくりをしています。

7 質的
孤立から生じるリスクに対する自助・共
助・公助の組み合わせによる具体的な取
組(児童虐待防止）

【局】こども青少年
局こども家庭課
【局】こども青少年
局子育て支援課

Ａ・
Ｂ・Ｃ

平成25年度末時点では具体的な取組はなし

8 量的 気づきの目の拡大に協力する事業者数 【局】福祉保健課 Ｃ 24 事業者数

9 質的
従来の取組では把握することが困難な対
象層に対する見守り活動の推進に向けた
仕組み構築の検討・実施状況

【局】福祉保健課
　　　市社協 Ａ

地域ケア会議で検討される様々な個別課題と区社協がこれまで実践してきた地域支援とを結びつけ、地域ケアプラザと共に課
題を抱えた人を支える地域作りを実現するために、地域ケア会議における区社協の役割について整理した。

10 質的
事業者の協力で、効果的に見守りが実施
できた事例

【区】福祉保健課 Ｂ・Ｃ

○18区中、12区で事業者の協力を得て、効果的な見守りが実施できている。
○多くの区では、新聞店や配食事業者の協力が多い。
【効果的な見守り事例】
・「徘徊高齢者あんしんネットワーク事業」を介護保険事業所、タクシー会社、バス営業所、郵便局、金融機関、農協等に
リーフレットを配布し周知、協力依頼した。
・地区内の商店、施設、公共交通機関を連絡拠点とした、認知症徘徊高齢者の発見、保護システムを運営。メール配信システ
ムも導入。

11 質的

個別支援と地域支援に従事する行政、関
係機関の連携による担当地区や区域に
関する情報共有と課題分析の場づくりの
推進状況

【区】福祉保健課 Ｃ

○全ての区で、分野別に開催する各種会議が、区域に関する情報共有や課題分析の場になっている。
○ほとんどの区で、地区支援チーム内での情報共有や地区での情報交換会なども実施している。
【推進状況の事例」
・区役所各課地区担当を中心に地区情報交換会を実施し、地域アセスメントシートを作成。情報更新シートにより、区役所、
区社協、ケアプラザからの情報を随時更新。
・地区支援チーム会議において、地区の統計データや資源等の各種情報を網羅した「地区の概況シート」を用いた情報共有と
地域課題の検討等を毎年全地区で実施し、課題解決に向けた地域支援の方向性についても検討している。

12 質的

個別支援と地域支援に従事する行政、関
係機関の連携による担当地区や区域に
関する情報共有と課題分析の場づくりの
推進状況

【局】福祉保健課 Ｃ 平成25年度末時点では具体的な取組はなし

孤立防止や虐待
防止等の啓発に
より過剰な個人
情報保護を防
ぎ、自ら積極的
に助けを求める
力をもつ市民を
増やす・ちょっと
した変化に自ら
気づけつなげる
市民を増やす

2-1-3

従来の取組では
把握することが
困難な対象層に
対する、企業等
との連携を介し
た地域における
見守りの仕組み
づくりへの支援

年度推移
平成25年度 平成27年度 平成29年度
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2-2-1

個別支援が届か
ぬまま、様々な
生活課題を抱え
ている人々の存
在に気づき支え
続ける仕組みづ
くり

Ｎｏ
尺度 データの

出典

評価
の

視点
取組内容

2-1-1

平常時における
地域主体の見守
り活動の充実や
災害時要援護者
支援の推進

2-1-2

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点

B：住民参画のプロセスを評価する視点

C：関係機関・民間企業等との連携についての視点



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性

年度推移
平成25年度 平成27年度 平成29年度
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Ｎｏ
尺度 データの

出典

評価
の

視点
取組内容

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点

B：住民参画のプロセスを評価する視点

C：関係機関・民間企業等との連携についての視点

13 量的
地域ケア会議の開催実績・地域自立支
援協議会の開催実績

【局】高齢在宅支援
課
【局】障害福祉課

Ａ

【障害】
【市協議会】
　本体：３回
　部会：10回
【区協議会】
　18区で開催

回数

14 量的 要保護児童対策地域協議会の開催実績
【局】こども青少年
局こども家庭課 Ａ

要保護児童対策
地域協議会
①代表者会議
（横浜市ＳＯＳ
子育て連絡会）
2回
②実務者会議
（各区虐待防止
連絡会）104回
③個別ケース検
討会議　897回

回数

15 質的

地域ケア会議、地域自立支援協議会、要
保護児童対策地域協議会等と連動した
地域の生活課題を把握、調整、解決し新
たな取組を創出するための環境整備及
び各分野の共通課題に対する資源開
発、施策形成の取組状況について

【区】福祉保健課 Ａ
○分野ごとの会議を通じた地域の生活課題の把握や課題解決に向けた検討は全ての区で取り組んでいる。
○各分野共通の課題解決に向けた資源開発や施策形成の取組まで至っている区はまだない。

16 質的

地域ケア会議、地域自立支援協議会、要
保護児童対策地域協議会等と連動した
地域の生活課題を把握、調整、解決し新
たな取組を創出するための環境整備及
び各分野の共通課題に対する資源開
発、施策形成の取組状況について

【局】福祉保健課
市社協 Ａ 平成25年度末時点では具体的な取組はなし

17 量的

健康横浜２１の目標値のモニタリング＝
行動目標⑬「定期的に運動する（指標Ｎ
Ｏ．９）」、行動目標⑭「歩く・外出する（指
標NO.25）

【局】保健事業課 Ａ

18
量及び
質

健康づくり・保健活動の視点を重視した地
域主体の取組数、実施内容

【区】福祉保健課 Ａ・Ｂ 1,248 数 ○ほとんどの区で体操教室、ウォーキング事業、禁煙啓発、元気づくりステーションなどを実施。

19 量的
横浜ウォーキングポイント登録者数・リー
ダー設置数

【局】保健事業課 Ａ 平成26年度より実
施のため設置なし

登録者
設置数

20 質的
保健活動推進員や食生活等改善推進員
等による主体的な取組で、地域住民の健
康づくりに効果が認められる事例

【区】福祉保健課 Ｂ

○ほとんどの区で、保健活動推進委員や食生活改善推進員が様々な取組を実施していている。
【取組の具体例】
・保健活動推進員とヘルスメイトの共同実施で動物園に来園する親子を対象にウォーキングとケルシー野菜料理の試食を実
施。若い世代の親子に直接語りかけ、わかりやすく多くの健康情報を提供した。

21 質的
企業との連携による取組で、市民の健康
づくりに効果が認められる事例

【局】保健事業課 Ｃ 平成26年度から「よこはま健康アクション事業」の中で実施予定

22 質的
健康づくりの意識・知識を高めライフス
テージにあわせた健康づくりにとりくむ市
民を増やすための施策の推進状況

【局】福祉保健課 Ｃ 平成25年度末時点では具体的な取組はなし

①（H25健康に関する市民意識
調査による参考値）全体２４．
６％、男性２７．１％、女性２
１．７％
（H21～23国民健康栄養調査横
浜市平均）
２６．８％、男性２５．４％、
女性２７．５％
②（H25健康に関する市民意識
調査による参考値）全体５２．
４％、男性５３．１％、女性５
１．７％
（H21～23国民健康栄養調査横
浜市平均）
４６％、男性６０．９％、女性
３３．３％

2-2-2

地域の生活課題
を把握・調整・解
決する仕組みの
充実と新たな取
組の創出

2-2-3

健康寿命の延伸
の視点を取り入
れた健康づくり・
保健活動の取組
充実

2-2-2

地域の生活課題
を把握・調整・解
決する仕組みの
充実と新たな取
組の創出



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性

年度推移
平成25年度 平成27年度 平成29年度
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Ｎｏ
尺度 データの

出典

評価
の

視点
取組内容

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点

B：住民参画のプロセスを評価する視点

C：関係機関・民間企業等との連携についての視点

23 質的
地域主体の取組がより生きる環境整備に
向けた、相談機関を対象とした地域との
連携に関する啓発の実施状況

【局】福祉保健課 Ａ 平成25年度末時点では具体的な取組はなし

24 質的
地域ケア会議の開催実績・地域自立支
援協議会における地域活動者との連携
状況に関する検討・取組状況について

【局】高齢在宅支援
課
【局】障害福祉課

Ａ

【高齢】
・平成25年度は実績なし。

【障害】
各区で地域の事業所に参加を呼びかけ、部会で課題解決や地域力の向上に取り組むことで連携体制の強化を図っている。

2-2-5

地域ケアプラザ
がその機能と人
材を生かすため
の環境づくり

25 質的
地域ケアプラザの質の向上に結び付く環
境づくりに向けた新規・拡充の取組の状
況

【局】地域支援課
【局】福祉保健課 Ａ

コーディネーターベテラン層のスキル向上、コーディネーター全体の資質向上、地域活動交流事業全体の底上げのため、「地
域福祉コーディネーター養成研修」に「上級編」を新規実施。経験３年以上のコーディネーター及び区社協職員がともに学び
あう場を設けた。
　各区コーディネーター連絡会等の場にて伝達研修が実施されたほか、受講者個人の達成感は得られるものであったが、地域
福祉コーディネーター上級者全体として獲得したもの・今後の施策立案に反映すべきものを見出し、全市的共有するため、今
後事務局及び受講者を交えた更なる検討が必要と考えられる。

26 量的
地域福祉コーディネーター養成研修の実
施回数

【局】地域支援課
【局】福祉保健課 Ａ 7 講座

27 量的
地域福祉コーディネーター養成研修の受
講者数

【局】地域支援課
【局】福祉保健課 Ａ 549 名

28 質的
地域福祉コーディネーター養成研修実施
内容及び取組状況

【局】地域支援課
【局】福祉保健課 Ｃ

平成25年度に上級編を新規実施したほか、横浜市社協及び協働先であるよこはま地域福祉研究センターとともに、効果的な研
修を企画立案・実施する事ができた。

29 質的 福祉保健カレッジの取組の状況 【局】地域支援課 Ｃ
市内の大学・専門学校・ＮＰＯ法人等の参画機関が連携協力しながら、それぞれの得意分野を生かして福祉保健人材の育成に
取り組んだ。また、平成25年度より、参画機関全体で情報交換や連絡調整を行う「連絡会議」の中に、数機関で運営及び事業
の企画等について検討を行う「分科会」を設け、よりきめ細かい検討を行うことができた。

30 量的 民生委員の充足率（現員数÷定数） 【局】地域支援課 Ａ 96.1 ％

31 質的
民生委員・児童委員が安心して活動でき
る環境づくりの実施状況

【局】地域支援課 Ａ
民生委員・児童委員、市社会福祉協議会、区職員をメンバーとした課題検討会を設置し、民生委員・児童委員の活動しやすい
環境づくりに向けた効果的な支援策について検討を行っている。

32 質的
サービスの質を向上させる仕組みづくり
の実施状況

【局】企画課 Ａ 現段階では取組なし

福祉サービス第三者評価制度の契約件
数

【局】企画課

①高齢分野：5件
②障害分野：5件
③保育分野：85

件
④保護分野：0件
　　　　　計95

件

件数

福祉サービス第三者評価制度の契約件
数

【局】こども青少
年局保育運営課 85 件数

33 量的 あんしんセンター契約件数
【局】あんしんセン
ター報告書 Ａ 593 件数

34 量的 地域向けの普及啓発の実施数 【局】福祉保健課 Ａ 6 回

35 質的
成年後見サポートネットを充実させるため
の取組

【局】福祉保健課 Ｂ 各区の成年後見サポートネット担当者を集め、会議を実施し各区での実施状況の共有に努めた。

参考値 成年後見区長申立件数 【局】福祉保健課 243 件数

36 量的
市民後見人養成講座修了者及び受任件
数

【局】福祉保健課 Ａ
①42
②0

①修了者数
②受任者数

37 質的
市民後見人による権利擁護の普及啓発
活動など地域での活用について

【局】福祉保健課 Ｂ 第1期市民後見人養成課程修了を3月末にしたため、25年度末では未実施

参考値

サービスの質を
向上させる仕組
み

2-2-8

2-3-1
身近な地域にお
ける権利擁護の
推進

2-3-2
市民後見人の養
成と活動支援

2-2-7
民生委員・児童
委員が活動しや
すい環境づくり

2-2-4

保健・医療・福祉
の専門職と地域
活動者の連携に
よる支援の充実

2-2-6
地域保健福祉人
材の育成



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性

1 量的
計画に関するPR機会の数（広報よこは
ま、講演会、地域行事等）

【局】福祉保健課・市
社協
【区】区・区社協

Ａ 533 回 箇所 箇所

2 質的
ＰＲに関する特徴的な取組（対象者別の啓
発・ＰＲ方法について等）

【局】福祉保健課・市
社協
【区】区・区社協

Ａ

○18区中、14区でＰＲに関する特徴的な取組を実施している。
【特徴的な具体例】
・CPまつりに来館した小学生向けに地域福祉保健計画をクイズにしたり、わかりやすくＰＲし、子育て世代への普及・啓発を
行った。
・区域内の小学校・中学校入学式の際、地福計画の啓発のためのクリアファイルを配布し、普及・啓発した。
・地域で地福計画の取組活動の発表会を開催し、その様子を紹介したリーフレットを作成した。
・地福計画のロゴを区民投票で決定し、旗やシール、ボールペン等のグッズにして配布した。

地区数 地区数

3 質的 対象層別の啓発・PR方法の仕組みづくり 【局】福祉保健課 Ａ 25年度末時点では主だった取組はなし

4 量的
【局】子育て中の親子がいつでも利用できる地
域子育て支援の場の数（週3日以上開設 数の
もの）

【局】こども青少年局
子育て支援課 Ａ 118 箇所

5 質的 地域子育て支援拠点を中心とした地域人材育
成の状況

【局】こども青少年局
子育て支援課 Ａ

　地域の子育て支援のパートナーとして子育て支援活動を行っている人と繋がりを持ち、そのニーズを把握したり、新たに活動
を始めようとする人を紹介しました。
　また、子育て当事者の子育て活動が継続出来るよう活動場所の提供を行うことや、交流会・講演会等の取組を行いました。
　他にも、多様なボランティアの受け入れを行うことで、子育てに対する理解を深めました。

6 質的 地域全体で子育て世代を見守るための施策
の実施状況

【局】こども青少年局
子育て支援課

A・
Ｂ・Ｃ

　地域子育て支援拠点事業においては、各区と運営法人とが協働契約を締結し、役割分担を行って事業を行いました。
　また、親と子のつどいの広場事業においては、お互いの主体性のもと、市民協働として協力して行いました。
　他にも、横浜子育てサポートシステム事業における地域の援助活動は増加傾向にあり、子育て応援事業「ハマハグ」では、地
域で子育て世代を見守る協賛店舗が増加しました。

7 量的
地域活動への参加のきっかけとなる講座
の開催回数

【区】区・区社協・CP Ａ 202 回数 回数 回数

8 質的

健康横浜２１の目標値のモニタリング＝行
動目標⑬「定期的に運動する（指標ＮＯ．
９）」、行動目標⑭「歩く・外出する（指標
NO.25）　（再掲　柱２　No17）

【局】福祉保健課 Ａ

①（H25健康に関する市民意識調査による参考値）全体２４．６％、男性２７．１％、女性２１．７％
（H21～23国民健康栄養調査横浜市平均）
２６．８％、男性２５．４％、女性２７．５％
②（H25健康に関する市民意識調査による参考値）全体５２．４％、男性５３．１％、女性５１．７％
（H21～23国民健康栄養調査横浜市平均）
４６％、男性６０．９％、女性３３．３％

9 質的 関係機関等への普及啓発の実施状況 【局】福祉保健課
A・
Ｂ・Ｃ

25年度末時点では主だった取組はなし

参考値 地域活動への参加率
市民意識調査
（H14、17、18、22
実施有）

Ｈ25年度は調査項目に該
当なし

10 量的
小中学校でのつながりづくり・地域理解に
関する啓発実施回数、実施学校数

市社協 Ａ
H25はこの視点での数を

把握していない

11 質的
仕組みづくりの取組状況、新たな視点の
取組

【局】福祉保健課、市
社協 Ａ 福祉教育のあり方を検討するため、福祉教育（啓発）事業方針案作成に向けて検討を行った。

参考値 市立小中学校数
【局】教育委員会教
育政策推進課

①342校
②148校

①小学校数
②中学校数

①小学校数
②中学校数

①小学校数
②中学校数

12 量的 地域と学校が連携した取組の実施数 【区】福祉保健課 Ａ 110 個 個 個

13 質的 地域と学校が連携した新たな視点の取組
【区】福祉保健課
教育委員会

A・
Ｂ・Ｃ

○18区中、14区で地域と学校が連携した新たな視点の取組が行われている。
【新たな視点の取組事例】
・要援護者救出訓練に中学校の生徒が参加している。
・中学生が地域の防災拠点の訓練に参加している。
・地域住民が学校の登下校の見守り隊を作っている。
・障害児の夏余暇事業について、各高校へ働きかけ高校生ボランティアが参加している。
・配食ボランティアとして中学生の協力を得ている。
・一人暮らし高齢者を小学校に招き、一緒に給食を食べるなどの交流をしている。
・地域の懇談会の場に、地元の中学校（校長、教員、生徒）が参加し、地域の役員と共に意見交換を行なっている。

14 質的
子育て支援機関、小中学校と連携した連
続性・一貫性のある地域とのつながりづく
りの取組状況

【局】こども青少年局子育
て支援課
【局】教育委員会教育政
策推進課

A・
Ｂ・Ｃ

地域防災訓練への児童生徒の参加
25年度末　326校

幼児教育と小学校教育の円滑な接続と連携を図るため、市内に36地区の推進地区を設け、その研究成果を市内に発信することを
通し、連続性・一貫性のある保育・教育の実践を推進しました。
　また、各区の実態に即した内容と方法で、幼稚園・保育園・小学校の連携や接続にかかわる教職員合同研修や、園児と児童の
交流、保育・授業参観、保護者も参加する「健やか子育て講演会」等を行うなど、関係機関が連携して円滑な接続と連携を図る
取組を推進しました。

参考値
学校・地域コーディネーターの配置校数、
人数

【局】教育委員会学校
支援・地域連携課

①164校
②427人

①学校数
②人数

①学校数
②人数

①学校数
②人数
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Ｎｏ
データの
出典

評価
の
視点

取組内容
尺度

平成2５年度 平成27年度 平成29年度
年度推移

3-1-1
幅広い市民に向
けた地域福祉保
健計画のPR

3-1-2

3-1-5

子どもと地域の
つながりを深める
ための学校・子
育て支援関係機
関との連携

3-1-3

文化・スポーツ・
健康づくり等を
きっかけとしたつ
ながりづくり

3-1-4

次世代(小・中学
生）を対象とした
つながりづくり・
地域理解の重要
性の啓発と地域
への愛着の醸成

地域全体で地域
の一員として子
育て世帯を見守
り・支える風土を
つくる

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点
B：住民参画のプロセスを評価する視点
C：関係機関・民間企業等との連携についての視点



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性
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Ｎｏ
データの
出典

評価
の
視点

取組内容
尺度

平成2５年度 平成27年度 平成29年度
年度推移

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点
B：住民参画のプロセスを評価する視点
C：関係機関・民間企業等との連携についての視点

3-1-6

各世代が抱える
課題に当時者で
ある世代自身が
関心を高めていく

15 質的
各世代が抱える課題に関する啓発や関心
を高める取組の実施状況

【局】福祉保健課、市
社協、こども青少年局
局子育て支援課
【区】福祉保健課

A・
Ｂ・Ｃ

○18区中、14区で各世代に関する啓発や関心を高めるための取組等を実施している。
【取組の実施状況】
○14区中、８区で高齢者向け、子育て世代向け等々の世代に合わせた内容の講演・講座などを実施している。・映画上映会とパ
ネル展示を組み合わせ、関心を高めてもらった後で、地区ごとに講座を開催した。

16 質的 福祉のまちづくりの取組の実施状況 【局】福祉保健課 A

（１）「福祉のまちづくり推進会議」の開催
（２）条例施行規則の改正及びこれに伴う施設整備マニュアルの作成、周知等
（３）福祉のまちづくり普及啓発
（４）条例対象施設についての事前協議・相談等

17 質的 福祉教育の取組の実施状況
市社協、【局】福祉
保健課 B

地域ケアプラザや当事者団体、企業との協働により、地区（連合・社協）に対して、知的（発達）障害や認知症理解等の啓発活
動を実施。

ノンステップバスの導入率 【局】福祉保健課 63.4 ％

福祉のまちづくり推進会議等の開催 【局】福祉保健課
推進会議２回、小委員会
３回、専門委員会５回 回

エレベーター等の設置による段差解消済の
駅数

【局】福祉保健課
９５％（１５７駅中１４

９駅）

18 質的
普及・啓発の特筆すべき取組の実施状況
（障害、病気、国籍、年齢、性別、自殺対
策etc…）

【局】こども青少年局
青少年育成課、障害
企画課、市民局男女
協働推進課

Ａ

【青少年育成課】
若者サポートステーション事業について、
①長年に渡り就労訓練にご協力いただいた団体に対し、市長表彰及び局長表彰を行った。また、表彰結果と就労訓練について広
く周知をするため、市営地下鉄にポスターを掲示した。
②学校連携について、新たに１校と相談支援等に関する協定を締結し、在校生に対する早期支援及びサポートステーション事業
の周知に取り組んだ。

【障害企画課】
障害者習慣の実施。自分の趣味等で活動している方々の文化活動や、障害にかかわるさまざまな情報を、市民広間を利用して発
信することで、普及・啓発を進めた。

【市民局男女共同推進課】
①就労支援等女性の社会参画支援や、男性の家事・育児参画支援のセミナーなどを実施し、だれもが性別にかかわらず、豊かに
暮らしていくための事業を実施した。
②男女共同参画センターにおいて、性別にもとづく生きづらさや差別等に関する相談支援を行った。

19 質的 社会参加の促進に関する新たな取組

【局】障害企画課
【局】保護課
【局】こども局青少年
局青少年育成課

Ａ

【青少年育成課】
①若者サポートステーション事業について、経済的に支援が必要な若者に対する職業資格取得支援を拡充した。
＜対象資格＞
・24年度：保育士資格のみ
・25年度～：就労につながる様々な資格

②経済的困窮状態にある若者に対する職業的自立に向けた相談支援を開始した（若者サポートステーション拡充事業）。

【保護課】
25年12月に成立した生活困窮者自立支援法において「中間的就労」の概念が「就労訓練事業」として、法的な位置づけも含め明
確になったものの、事業の促進に向けた法の趣旨・内容の理解については利用者・支援者・事業者のいずれも十分ではなく、取
組も具体化されていない

【障害企画課】
・現段階では特になし

20 質的
公共交通機関等既存の移動サービス以
外で展開している移動支援の取組の実施
状況

【局】障害福祉課
【局】高齢在宅支援課
【局】福祉保健課

Ｃ
区社会福祉協議会に委託設置している移動情報センターについて、26年１月に３区で新規設置するとともに、既存の移動情報セ
ンター（６区）においても、相談・コーディネート件数が前年より増えており、取組が進んだ。また、高齢分野においても、移
動支援事業を実施し、22,127回の利用実績がありました。

3-2-1
ソフトとハードが
一体となった「福
祉のまちづくり」

3-2-2

参考値

多様性の理解の
普及啓発と当事
者の社会参加の

促進



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性
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Ｎｏ
データの
出典

評価
の
視点

取組内容
尺度

平成2５年度 平成27年度 平成29年度
年度推移

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点
B：住民参画のプロセスを評価する視点
C：関係機関・民間企業等との連携についての視点

21 質的
中間的就労の場の確保等に向けた取組
の実施状況

【局】保護課・市社協 Ａ 「中間的就労」の場の確保や事業者育成策については具体化されていない

参考値 社会参加の促進に関する調査の結果 【局】障害企画課

困難を抱える若者を対象とした社会参
加・就労プログラムの年間延べ利用者
数

【局】こども局青少
年育成課

若者サポートステーション
（２か所）

・セミナープログラム
：3,865人

・ジョブトレーニング
：332人

人数 人数 人数

移動情報センター相談件数、コーディ
ネート件数

【局】障害福祉課
①929件
②858件

①件数
②件数

①件数
②件数

①件数
②件数

22 質的
老人クラブの活性化のための新たな取組
の実施状況

【局】高齢健康福祉課 Ｂ

平成25年２月に「横浜市老人クラブ活性化行動計画」を作成し、平成25年度から５年間で現在より10％増加させることを目標
（５年間で、約12,000人増加）として、行動計画に示された活性化策を参考として各区老連は自主的に取り組んでいますが、厳
しい状況が続いています。
【老人クラブ数及び会員数：平成25年度末】
　1,725クラブ、120,187人

23 質的
幅広い参加を促すための新たな取組の検
討・実施状況

【区】福祉保健課 Ｂ

○元気づくりステーションは各区で実施されているが、18区中６区では、それ以外の高齢者の参加を促す新たな取組が行われて
います。
【取組事例】
・定年退職後の男性をターゲットに、地域活動につなげるための事業を地域力推進短刀と区社協、ケアプラザで行った。
・介護予防副有啓発事業として「健康づくり介護予防講演会」を開催。その後、区内の３つのエリアで脚力アップ講座を展開し
た。

参考値 元気づくりステーションのグループ数
【局】高齢在宅支援
課 104 グループ数 グループ数 グループ数

24 質的
高齢者が活動・活躍できる新たな活動の
機会や場の実施状況

市社協
【局】福祉保健課 Ｂ 25年度末時点では主だった取組はなし

25 質的
老人福祉センターの新たな取組の検討・
推進状況

【局】高齢健康福祉課 Ｂ

(H26)
・１～２月：関係区局の課長をメンバーとし検討会を実施
・３月：厚生労働省での事業説明及び関係団体との調整
→５月の調整会議に向けた準備

高齢者が活躍する生涯現役社会の実現に向けて、就労・地域活動・ボランティアなど、多様な社会参加の機会を提供する相談窓
口『生きがい就労支援スポット』をモデル設置し、高齢者が地域の担い手となり地域を支える存在として、新たな地域貢献・社
会参加に取り組んでいくきっかけ・雰囲気づくりの醸成を目指するため、26年度新規事業として「いきいきシニア地域貢献モデ
ル事業」を打ち出しました。

参考値
平成25年度中の市内全18館における利
用者数

【局】高齢健康福祉
課 1,424,703 人 件数 件数

26 質的
地域福祉保健活動推進のための新たな
手法や仕組みづくりの検討状況

【局】福祉保健課、市
社協 Ｂ 25年度末時点では主だった取組はなし

27 質的
地域福祉保健活動の担い手育成の取組
状況

【区】福祉保健課
区社協 Ａ

○全区で、担い手育成のため、ボランティア講座や各種講座を開催し、グループの立ち上げを支援している。
【担い手育成の取組状況】
・地域デビューのきっかけづくり、人材の掘り起し・育成を目的とした「新地域人応援講座」を全ケアプラザで実施。修了後、
自主化されボランティアとして活動している。

登録しているボランティア団体数
【局】地域支援課
区社協 3,276 団体数 団体数 団体数

ボランティアセンターの登録者数
市ボランティアセン
ター 9,129 名

3-2-2

3-3-1
高齢者の幅広い
参加を促すため
の取組の推進

3-3-2

3-4-1
地域で取り組む
福祉保健活動の
推進

高齢者の意欲と
能力が発揮でき
る新たな場と出
番づくりによる地
域活動の活性化

参考値

多様性の理解の
普及啓発と当事
者の社会参加の
促進

・地域の行事に参加しようと思ったときに、問題となること
（障害者プラン策定に係わるアンケート）
※定点で調査しているものではありません。
設問において、最も回答が多かったものを記載
19 歳未満
身体障害者「問題がない」24.7％
知的障害者「問題がない」22.8％
精神障害者「人と係ることが苦手」42.9％

19歳以上40歳未満
身体障害者「問題がない」23.9％
知的障害者「人と係わるのが苦手」35.1％
精神障害者「人と係ることが苦手」39.4％

40歳以上65歳未満
身体障害者「健康・体力に不安」29.9％
知的障害者「人と係わるのが苦手」25.9％
精神障害者「人と係ることが苦手」34％

65歳以上
身体障害者「健康・体力に不安」38.9％
知的障害者「問題がない」31.1％
精神障害者「問題がない」27.3％

参考値



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性
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Ｎｏ
データの
出典

評価
の
視点

取組内容
尺度

平成2５年度 平成27年度 平成29年度
年度推移

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点
B：住民参画のプロセスを評価する視点
C：関係機関・民間企業等との連携についての視点

28 質的
活動推進のための先進事例の共有状況
について

【局】福祉保健課、市
社協 Ｂ 25年度末時点では主だった取組はなし

29 質的
活動支援策の実施、新たな支援策の検討
状況

【局】福祉保健課、市
社協 Ａ 25年度末時点では主だった取組はなし

30 質的
助成制度を通じて関わった団体への助成
事務以外の支援の実施状況

区社協 Ａ

○18区中14区で、助成団体に対して支援を実施している。
【取組事例】
・団体の運営に関わる助言や他の助成金制度の紹介
・新規に助成金を交付した団体には、活動の見学、ヒアリングを実施し、次のステップへの課題などの相談に応じている。

ヨコハマ市民まち普請事業
①応募団体数
②整備助成対象選考団体数

【都市整備局】地域
まちづくり課

①　6
　　②　3

①応募団体数
②整備助成対
象選考団体数

団体数 団体数

市民活動推進ファンド（よこはま夢
ファンド）登録団体数

【市民局】市民活動
支援課 0 数

ふれあい助成金の助成団体数 市社協 1,925 数

31 質的
商店や支店が地元にある企業と連携した
福祉保健活動の実施状況

【区】福祉保健課 Ｃ

○18区中、15区で商店や地元企業と連携した取組が実施されている。
【取組の具体例】
・地区内の企業が所有するマイクロバスと運転手の協力を得て、一人暮らし高齢者昼食会にて参加者の送迎を行った。
・坂の下までなかなか降りることができない住民が、商店街の商品を購入することが難しいため商店街と協力し、年に４回程
度、団地のそばで青空市場を実施。
・商業施設を会場に、子育てサロンを開催。

32 質的
地域の福祉保健課題と企業のニーズをつ
なぐ仕組みづくりの検討状況

【局】福祉保健課、市
社協 Ｃ

企業の地域貢献活動支援推進PJならびに、企業向けセミナーを開催。企業向けセミナーでは、横浜市中小企業支援センターによ
る横浜型地域貢献企業への周知協力が得られた。また、参加企業の個別相談会を設け、継続した関係性の構築にも役立った。
　MMcc（みなとみらいコミュニティクラブ）に継続的に参加し、社会福祉協議会の事業ならびにノウハウ集、企業向けセミナー
のPRを行った。

33 質的
中間的就労の場の確保等に向けた取組
の実施状況（柱３　No21　再掲）

【局】保護課 Ａ 「中間的就労」の場の確保や事業者育成策については具体化されていない

34 質的
ソーシャルビジネス、コミュニティビジネス
の取組を進めていくための連携、検討等
の実施状況

【局】福祉保健課、市
社協 Ａ H25は取組無し

ソーシャルビジネス、コミュニティビジネス
関係講座の開催回数

【市民局】市民活動支
援課、【経済局】経営・
創業支援課、社協

0 件数 件数 件数

ソーシャルビジネス経営塾の参加事業者
数

【経済局】経営・創業
支援課 - 件数 件数 件数

35 質的
地域と福祉施設が連携した取組の実施状
況

【区】福祉保健課、区
社協 Ａ

○ほとんどの区で地域と福祉施設が連携した取組が実施されている。
【取組事例】
・障害者作業所が地域の防災訓練に参加している。
・地域住民と一緒に、納涼祭や福祉まつり等のイベントを行っている。
・地域住民との交流から福祉施設見学会を開催した。
・特別養護老人ホームと地域住民との交流をねらいとしたサロンを実施している。
・地域ケアプラザや特別養護老人ホームが地域防災拠点の訓練に協力し、車いすの介助方法等の講習を実施した。

36 質的
地域の福祉施設と協働した活動が進むた
めの仕組みづくりの検討状況

【局】福祉保健課、市
社協 B H25は取組無し

37 質的
NPO法人、テーマ型活動団体等を対象と
した地縁組織との連携推進のための取組
の実施状況

【局】福祉保健課 Ａ 25年度末時点では主だった取組はなし

38 質的
NPO法人、テーマ型活動団体等と地縁組
織が連携して行っている活動の実施状況

【区】福祉保健課、社
協 Ｃ

○18区中、15区でＮＰＯ法人や、テーマ型活動団体等との地縁組織が連携している。
【取組事例】
・乳幼児の保護者向けの地域マップを地区で作成していた母親達のグループが、区の方面別マップや区全体の子育てマップ（ま
まっぷ）の作成を補助金を活用して作成し、各地区のマップづくりを活用した地域活動のアドバイザーとして関わっている。
・ＮＰＯ法人、連合町内会、地元商店街等が連携して「地域元気づくり連合会」を組織し、支え合いの地域づくりに向け、各種
事業・イベントを企画、実施。

39 質的
NPOと地縁組織の連携促進を図る取組の
検討・実施状況

【局】福祉保健課、市
社協 Ｂ H25は取組無し

参考値

3-4-3

企業とのパート
ナーシップによる
課題解決に向け
た取組の推進

ソーシャルビジネ
ス、コミュニティビ
ジネスの理解の
促進と地域福祉
保健活動との連
携の推進

3-4-5

地域の福祉施設
と協働した地域
福祉保健活動の
推進

3-4-6

ＮＰＯ法人等と地
縁組織との連携
による地域福祉
保健活動の推進

3-4-4

3-4-2

活動資金、活動
推進のための情
報・ノウハウ等の
提供を通した活
動の支援

参考値



量/質/参考値 尺度名称 定量 単位 定性 定量 単位 定性 定量 単位 定性
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Ｎｏ
データの
出典

評価
の
視点

取組内容
尺度

平成2５年度 平成27年度 平成29年度
年度推移

＜評価の視点＞

A：支援策の充実を評価する視点
B：住民参画のプロセスを評価する視点
C：関係機関・民間企業等との連携についての視点

40 量的
地域施設間の連携促進の取組を実施した
区の数

【区】福祉保健課 Ａ 27 箇所

41 質的
地域施設間の連携促進の取組の実施状
況

【区】福祉保健課
A・
Ｂ・Ｃ

○18区中14区で取組を実施しています。
【取組事例】
・区内公的施設の関係者向けに「地域支援事業推進者研修」を企画・実施。
・地域ケアプラザが主となり、エリア内の保育所、小中学校、養護学校との連絡会を実施し、勉強会につながった。

42 質的
地域施設間での関係づくりに向けた関係
局区との取組状況

【局】福祉保健課 Ａ・Ｃ 25年度末時点では主だった取組はなし

43 質的
新たな地域拠点の設置に関する地域資源
の活用状況

【区】福祉保健課、区
社協 Ａ・Ｃ

○ほとんどの区で新たな地域拠点の設置に地域資源を活用している。
【取組事例】
・空き店舗やマンションのロビーなどの共有スペースを活用したサロンの運営は多くの区で取り組んでいる。
・お寺を使って子育てサロンを運営している。

44 質的 場の確保の仕組みづくりの検討状況 【局】福祉保健課 Ａ・Ｂ 25年度末時点では主だった取組はなし

45 質的
場の確保の仕組みづくりの検討状況（関
係機関や民間企業等と連携できたか）

【局】福祉保健課
市社協 Ｃ

「拠点を活用した地域活動」および「地区ボラセン機能を有する団体」に関する調査を行いこれらの活動が市内で８７（内地区
ボラセン６３）あることを確認した。
市内の福祉活動を行う拠点について調査を行いデータとしてまとめた。

参考値
市・区・社協の支援により設置された
地域拠点の数

【区】福祉保健課、
区社協 57 箇所 箇所 箇所

3-5-1

担い手育成や幅
広い市民参加に
向けた地域福祉
保健の取組を広
げるための地域
に関わる様々な
公的機関の連携
促進

3-5-2

地域の交流の場
や機会づくり推進
に向けた地域資
源活用方法の検
討



委員名　※敬称略
（御所属の分野等）

関連する市計画の柱 取組内容

取組テーマ

柱２－１－１
平常時における地域主体の
見守り活動の充実や災害時
要援護者支援の推進

＜見守り活動の充実＞
西区独自の取組である「ふれあい会」の未結成の自治会町内会を含め、独居高齢者、高齢世帯の更
なる把握と見守り、食事会開催の充実を図る。

第６地区がさらに住みよい
安心・安全なまちになるよう
に！

柱３－１－２
地域全体で地域の一員とし
て子育て世帯を見守り・支
える風土をつくる

＜子育て支援の強化＞
地区内の４つの子育てサロン・子育て広場の連携を図り、地区内の子育て世代の支援を強める。

取組の主体、連携先等

柱３－１－５
子どもと地域のつながりを
深めるための学校・子育て
支援関係の期間との連携

＜学校と地域が連携した取組の推進＞
学校・地域コーディネーターに地区社協の理事に就任してもらい、地域と学校との助け合いを深め
ていく。学校は施設を地域事業に開放し、地域も学校の地域事業に協力する。
（みんなのまつりやコンサート会場として使用したり、地域の会議を図書室で実施する等）

【主体】
西区第４地区社協

柱３－３－２
高齢者の意欲と能力が発揮
できる新たな場と出番づく
りによる地域活動の活性化

＜高齢者の活躍の場づくり＞
・食事会などを元気な高齢者に手伝っていただき、活躍の場を作る。
・シニア会への企画協力を行い、会の活性化に協力する。

取組テーマ

取組の主体、連携先等

【主体】
西区地域子育て支援拠点

取組テーマ

「幸ケ谷小　緑と花いっぱい
プロジェクト」・「ハッピー＆ス
マイル・デー」（子どもたちの
体験教室）

取組の主体、連携先等

【主体】
・幸ケ谷共育倶楽部
（地域住民・保護者などで構
成されるボランティア団体）
・幸ケ谷小学校

取組テーマ

認知症になっても
住みやすい街づくり

取組の主体、連携先等

【主体】
・N（認知症）サポーター
ネットワーク桂台
・横浜市桂台地域ケアプラザ
【連携先】
・グループ桂台
・ふくろうカフェ
・栄区役所・区社協等

取組テーマ

ダブルケアの周知

取組の主体、連携先等

【主体】
・芹が谷コミュニティ
てとてと(委員所属団体)
【連携先】
・NPO法人シャーロック
ホームズ（ダブルケアの調査
研究に協力している子育て
支援のNPO）
・NPO法人　コミュニティ
デザインラボ
・横浜国立大学准教授
相馬直子先生

取組テーマ

取組の主体、連携先等

【主体】
栄区シニアクラブ連合会

☆（参考）
【事業・施設運営の基本理念】
※契約の形態は区役所との「協働契約」（地域子育て支援事業　仕様書より）
※地域子育て支援拠点の運営法人は次の事業・施設運営の基本理念に基づいて、区および児童福祉・母子保健関係機関等と連携・協力し、事業・施設の運営にあたるものとする。
①西区における、地域による子育て支援の拠点施設としての運営　②子どもの視点に立ち、すべての就学前児童及びその養育者、並びに子育てに関する支援活動を行うものに開かれた
運営
③子どもと家庭を支援する各種の行政機関・地域等との連携を図る運営　④利用者の意見、子育てをめぐる社会情勢、市民ニーズの変化に柔軟に対応できる運営
⑤子どもおよびその養育者の育ちを支援するとともに、養育者自身が事業の担い手として関わることができる視点に立った運営
⑥地域の人と人とのつながりを広げ、地域ぐるみの子育て支援を目指す運営

◆ひろば　◆相談　◆情報　◆ネットワーク　◆人材育成　◆子育てサポートシステム区支部事務局　◆利用者支援事業（平成27年度開始）

＜家族を単位とした包括的な子育て支援の事業＞

・平成27年度には子ども・子育て支援新制度の導入により「利用者支援事業」が始まる。地域子育
て支援拠点に「利用者事業専任職員」を配置し、家族を単位とした子育ての包括的な支援を行う。
・対象となる子どもは乳幼児期から学齢期と幅広く、様々な社会資源とつながり、親子の暮らしと育ちを支
え、社会資源の開発、地域の醸成に関わる。

柱３－４－１
地域で取り組む福祉保健活
動の推進

柱３－４－１
地域で取り組む福祉保健活
動の推進

市民が安心して子どもを生
み育て、子育てに喜びを感
じることができる社会環境を
形成し、子育てを地域全体
で支援する地域力の創出に
寄与することを目的とした事
業の実施

山田　美智子
（地域子育て支援

拠点）

佐伯　美華
（学校・地域関係者)

石塚　淳
（地域ケアプラザ）

植木　美子
（市民団体）

竹谷　康生
（シニアクラブ

連合会）

柱３－４－１
地域で取り組む福祉保健活
動の推進

高齢者消費者被害
防止キャンペーン活動

地域福祉保健推進に係る平成27年度実施予定の取組について（一覧）

1

2

柱３−１−５
子どもたちと地域のつなが
りを深めるための学校・子
育て支援関係機関との連携

米岡　美智枝
（地区社会福祉

協議会）

6

＜地域のネットワークを活かして高齢者を見守る取組＞

栄区シニアクラブ連合会（会員約６，０００名）内に「見守りサポーター」４０名を組織し、区内
関係機関（警察、消費生活推進委員会等）と連携し高齢者被害防止活動をH27年度から開始。
（１）見守りサポーターの選任と研修
・区内全域のシニアクラブ連合会の友愛活動員、女性委員等から４０名をサポーターとして選任
し、研修を行い配置する。
・講師は関係機関からも参加をお願いし、連携をしっかりとしたものとする。
（２）活動について
栄区シニアクラブ連合会内の活動はもちろん、地域の組織的な取組に積極的に参加する。
※この活動は市老人クラブ連合会の提唱により、栄区を含む３区がモデル地区として実施する。
※上記以外にも、栄区シニアクラブ連合会では、高齢者の交通事故防止や、浴室での溺死防止等の
取組を継続的に行っている。

＜育児・介護の両方を行っている方に寄り添い地域への啓発を進める取組＞

・ダブルケア(育児と介護の同時進行)に関する取組で、育児をしながら介護をしている人のケアが
出来る人材の育成や、これから直面するであろう世代への啓発活動等を行う。
・また、行政の相談を受けようにも担当が分からず相談してもたらい回しになる傾向がある。その
状況を伝え、必要な支援が当事者へ届くような環境になるよう働きかけていく。
・芹が谷コミュニティ てとてとでは、ダブルケアをしている人たちが集い気軽に話をすることが
できる「お喋りカフェ」を月に１回、26年5月から開いており、子育てと介護の両方の立場からの
悩みを共有できる場となっている。介護当事者(ダブルケアラー)の方々からこのような場所が常設
的に欲しいとの声が挙がっており、必要性も感じている。現在は常設の場所つくりを地区社会福祉
協議会や連合町内会、ケアプラザなどと連携して行っている。

5

＜地域と学校、企業等が連携した取組＞
（１）「幸ヶ谷小　緑と花いっぱいプロジェクト」
・幸ケ谷共育倶楽部会員と子どもたちとで一緒に作業を行う。（サカタのタネと連携、年間１０回
予定）
・校庭の芝生のメンテナンスを中心に、月に一度、土曜日の午後に作業。
・芝生の他に、チューリップの球根の掘り起こし、秋にはチューリップの球根の植え付け、また冬
には卒業式に向けて、パンジーのプランター作りを行う。
・26年度実施しなかった、裏門の花壇の整備も予定。

（２）「ハッピー＆スマイル・デー」（子どもたちの体験教室）
・毎年２月の第３土曜日に、学校と幸ケ谷共育倶楽部が協働で、講師を招いて子どもたちの体験教
室を実施。
・高学年はキャリア教育を意識して企業や大学などから講師を招き、低学年・中学年は地域や共育
倶楽部会員の方を講師に迎えて、子どもたちは自分の興味のある、事前に選んだブースに行って普
段の授業とは違う体験活動を行う。
・平成２６年度は２月２１日（土）に、２０ブースを開設し、地域の方に、「昔あそび」、「竹
馬」を教えていただいた。
・子どもも大人も充実した時間を共有できる双方向性のイベントであり、27年度も同様に実施予
定。
＊「ハッピー＆スマイル・デー」のミニ版、「ハッピーサタデー」（土曜講座）は現在検討中。

4

＜地域で認知症の方を受け止め、見守っていく取組＞

・N（認知症）サポーターネットワーク桂台を中心とし、身近な地域でみんなが認知症の事に関心
を持つことが大切であるという考えから、27年１月に「認知症徘徊模擬訓練」を実施。主に１．声
かけの心得（講師の話）、２．参加者みんなで外へ出て声かけの訓練、３．振り返りを行った。
・実際に認知症で徘徊をしている人を見かけても声をかけてよいか難しいが、講師からは「見ない
ふりをしない」こと、また、認知症の方を介護している家族にも、このような取組があることを伝
えていき、状況を近隣に伝えることができる環境を作っていくことが大切であるというコメントが
あった。
・平成27年度も、６月に声掛けロールプレイの訓練、28年３月には迷子高齢者への声かけ模擬訓練
を実施予定。

3

柱３−１−５
子どもたちと地域のつなが
りを深めるための学校・子
育て支援関係機関との連携

資料３－１ 

別添参考資料有り 

別添参考資料有り 

別添参考資料有り（当日配付） 

本資料下部☆（参考）も参照 



                     
 

 

西区第４地区社会福祉協議会 平成２６年度事業予定（案） 

 

基本理念 第４地区社協は地区内の既存団体の活動を活発化することで４地区全体の社会福祉の向上を目

指します。 そのために 

＊自治会・町内会同士の交流・共同事業等を勧めてゆく。 

＊複数団体が１つの事業を協働で行う事業（クリスマスコンサート、みんなのまつり、ふれあ

い会・友愛会・食事会交流会等）に力を入れてゆきます。 

＊既存団体間の交流を深め新たな協働事業の展開を図ります。 

 

①会議 

 総会   年１回 平成 26年４月１９日（土） 第４地区会館 

 役員会  年１０回程度 地区社協分科会開催後、事業前の打ち合わせ、振り返り会 

 理事会  年７回程度  役員会後開催 事業善の打ち合わせ、振り返り会 

 

② ふれあい会・友愛会・食事会交流会 

（各自治会町内会のふれあい会、シニアクラブ友愛会、食事会の情報交換の場） 

  西区役所第４地区支援チーム、区社協にも出席していただき １４時～１６時第４地区会館にて開催 

  開催日を月曜日に戻します。 

・第１回（6 月９日・月） ・第２回（９月８日・月） ・第３回（１０月６日・月） ・第４回

（１１月１０日・月） 

・第５回（１２月８日・月） 兼クリスマスコンサート最終打ち合わせ 

・１２月１３日（土）ふれあいクリスマスコンサート開催 ふれあい会担い手さんはスタッフとし

て活躍。 

  ・第６回（平成２７年２月９日・月）ふれあい会・友愛活動・食事会のまとめの会 

＊シニア会の友愛活動からの参加者増員を進める。 

＊複数回講師をお招きし、40～60分程度の諸問題への勉強会を実施してゆく。 

＊食事会をしている団体（自治会町内会）への相互見学会交流会を企画・実行する。 

 

③ 子育て支援事業（親子ふれあい会）（会場：東小学校コミュニティーハウス研修室） 

  核家族世帯の中での子育ては、若いお母さんの孤立感や未知なる体験｢子育て｣から来る不安等で精神

的支援が必要になってきている。同じような月齢の親子との交流で母親の気持が休まりゆったりとした

気持で子育てをする事ができるように、０歳児から入園前の子どもの親子同士が交流出来る場を提供し

ている。 

乳幼児の子育てを支援するため親同士の交流と懇親を中心に手遊び、動作をつけた歌、ゲーム、紙芝

居や季節の行事を大切に実施している。第４地区更生保護女性会が運営に当たっている。年間２０回開

催。会費２００円。平成２１年度より、地区社協が西区ふれあい助成金 100,000 円を受け更生保護女

性会に運営を委託している。今年度も東小学校の児童との授業の一環としての交流を大切に深めて行く。 

 

第４地区社協平成２６度総会第４号議

 

 



④ 地区社協広報活動 

＊地区内の子育て支援事業団体の交流を計り開催状況を地区内に伝える。 

｢地域子育て事業｣が４年を経過し自治会・町内会に支えられて地域にしっかり根づいてきた。子育て

中の親に情報が届くように｢子育て情報（カラー刷りＡ４）を作成し地区内 17自治会・町内会の掲示

板に掲出磨ると共に、各会場でも参加者に配布する。 

＊地区社協便り第６号（９月下旬発行）を６５００部発行。 第４地区内各戸配布。両面カラーＡ4 判

４ページ 

＊地区社協便り第７号（３月下旬発行）を６５００部発行。 第４地区内各戸配布。両面カラーＡ４版

４ページ 

 各戸配布のほか第４地区社協の活動報告として様々な機会に外部用紹介パンフレットとして活用。 

＊各事業についてポスター掲示・班回覧を利用し地区内に周知を図るように努める。 

 

⑤地区社協研修会  

１）地区社協研修会７月１９日（土）１４時～１６時 第４地区会館（参加者人数で変更もあり） ・

講師 検討中 

 （講師料は西区社協より支給される。） 

  ２）区内他地区社協・他区の地区社協への見学会・交流会を開催（バス見学会）   

＊目的地、日時とも未定    ＊西区からの助成金を受けて実施する。 

  

⑥ 第８回 ふれあいクリスマスコンサート ２６年１２月１３日（土曜日）１３時開演１５時終演一本

松小学校体育館 

ふれあい会・友愛会・食事会交流会の中で企画し、当日ふれあい会担い手と社協理事団体メンバーがス

タッフを務める。 ポスター掲出・チラシ回覧を自治会・町内会に依頼し、各ふれあい会が参加者募集

と参加費５００円の集金を担当。寒い中来場の皆さんに温かい飲み物を提供、更生保護女性会の手作り

ケーキ屋さんを予定。音響装置は老松中学校より借用予定。大勢の方に素晴らしいコンサートを楽しん

でもらいたい。 

 

⑦ 第１３回｢第 4 地区みんなのまつり｣  平成２７年３月７日（土曜日） 一本松小学校体育館と周辺 

＊３月６日（金）１５時より前日準備開始   ＊７日当日９時準備開始（家庭科室は８時３０分より

開始）  

・パネル展示コーナー ・みんなのまつり商店街・飲食街 ・子育てひろば ・地域事業所のブー

ス 

１）スタンプラリー（コーナー別にシールを集める等の工夫をする）  

２）ごみ減量のためリース食器を利用する。リース代は各飲食店に負担していただく。 

３）子育てひろばの充実 エリアの拡大は会場の状況で出来ないので中身をさらに充実。 

４）引き続き来場者の数の増加、年齢層の拡大に努める。 

５）飲食街の配置等を検討する。（人の流れがスムースにいくように） 

 ＊３月１０日（火）に振り返り会を開催。振り返りと１４回への意見交換会。 

 

⑧ その他の活動 

＊区社協の分科会に参加（中土井香保里、藤井和美、酒井保子、大木本一夫４氏が地区社協より分科会に

参加） 

 地区社協理事会で分科会の報告を行う。 

＊宮崎ケアプラザ・藤棚ケアプラザ・野毛山荘のお祭りに地区社協から参加する。 

＊「青少年交流センター」からの要請があれば地区社協として参加する。 

＊地区内外より新規の事業要請が来た場合は役員会で実施するか否かを検討し可能な限り実施する。 

＊地域のニーズを地域でキャッチし地域で支えてゆく仕組みを考えてゆく         。 

                            

 





夕、フ、ルケアって?
子育てをする親として毎日精一杯な中、親 (or義理親)の健康や介護ち、娘としては放っておけ
ない問題です。少子化と高齢化の同時進行が続き、特に、女性の晩婚化で出産年齢が高齢化し、
親の介護と子育てを同時にしなければな6ない世帯(ダブル・ケア負担の世帯)の増加が予測さ
れます。
仕事と子育ての両立、あるいは仕事と介護の両立が問題とされてきたが、超少子化と高齢化が同

時進行する日本のような国では、子育て・介護・仕事の両立問題という、新たな形の「ケアの社
会化Jが社会問題化し、従来の子育て支援策・高齢者介護政策ち見直しを迫られる事態となると
考えられますが、現状は行政や民間のサービスち縦割りのちのとなっており、ダブルケアラーへ
の支援はまだまだ十分ではありません。

ブルケアラーが暮らしやすい地域づくりを目指します。
2015年7月から、ダブルケアラーのみなさんが悩みを相談したり、解
決策を話し合える『ダフルケアの先輩ママ」のようなサボーターを組
織し、ダブルケアラーのみなさんがふと立ち寄ることができる居場所
づくりを横浜市港南区から始められるよう、現在話し合いを進めてい
ます。

具体的には、横浜国立大学相馬直子・英国ブリストル大学山下順子
を中心に、ダブルケアの実態調査を5月からスター卜、同時に港南区で
活動をしてきた植木美子をリーダーにして、サポーターの育成、居場
所づくりのための企画づくり、資金調達、仲間集めを開始します。

O今後のスケジューjレ(予定)
5月 ダブルケア実態調査スター卜

クラウドファンデイングによる資金調達・仲間集めスタート
6月 ダブルケア実態調査の結果分析
7月-9月 サボーター育成のための企画づくり
10月ー12月サポーター育成講座
1月-3月 ダブルケアラーのための居場所を港南区の複数箇所に開設

植木美子
芹が谷コミユ二
『てとてと』代表

横浜港南区芹が谷でどんな方
でちゆっくりと過ごせる場
所・コミュ二ティCafeを運営。

なさんにご協力いただきたいこと
ダブルケア実態調査に回答をお願いします!
まさに子育てと介護のダブルケアに直面されている方、ダブルケアを経験された方、まだ直面し
ていないけれど、他人事ではない方、様々な方の気持ち、生の声を反映した、サポーター育成、
居場所作りを行っていきたいとおもいます。調査は5月からスター卜します。こちらのサイトでお
知らせします。 http://double-care.com

サボーター育成、居場所づくりの資金・仲間集めにご協力お願いします!
本企画はダブルケアラーへのケアの必要性を感じた私たちが自ら始めている企画です。サポー
ター運営のための資金や一緒に企画をお手伝いいただける仲間ち企画を進めながら同時に募集し
ています。 5月からクラウドファンデインクで資金集め・仲間集めを行います。こちらちサイトで
お知らせしますのでぜひ、チェックください。 http://double-care.com

ザ意見・お問い合わせはこちらまで防3ヲみす
ダブルケア(育児と介護の同時進行)の研究パージ http://double田 care.com/mailform
この企画は様々な方のサポートを受け、進めています。
横浜市政策局、 NPO法人シヤーロックホームズ、 NPO法人横浜コミュニティデザインラポ















 

事例のポイント 

支援機関へのヒント 掲載！ 

平成２７年３月 



 



事例集作成にあたって 

１．趣旨  

 本事例集は、横浜市地域福祉保健計画における各区地域福祉保健計画策定支

援のための取組の一環として、各区において計画を策定・推進する際に、地域

課題解決の具体的な取組例としてヒントとなるような事例を提供し、各区・地

区における地域福祉保健活動の活性化の一助としていただくことを目的として

います。 

 「横浜市地域福祉保健計画・横浜市地域福祉活動計画検討会」において委員

の方から実践事例を募り、事例概要だけでなく、事例のポイントや支援機関へ

のヒントをまとめています。 

 既存の活動の幅を広げる、新たな活動を立ち上げる際に支援機関から地域の

方へ情報提供していただき、本事例集をご活用ください。 

２．事例のポイント  

ここに掲載された事例を踏まえ、地域において様々な活動が、今後さらに充

実していくためのポイントを４点挙げました。 

１ 参加している当事者・住民と専門職・専門組織がつながっており、柔軟に

役割の分担ができていること。 

２ 企画・主催している当事者や住民に過度な負担がかからないような支援体

制を専門職・専門組織が意識していること 

３ 関係者間で情報共有のルールを決めたり、スキルアップのための研修など

を行ったりしていること。 

４ 参加者・関係者を限定せず、できる限りオープンエンドの活動を行うこと。 

 各区の計画策定において、そのポイントを念頭において支援していただくこ

とで、計画が充実していくことを願っています。 

 横浜市地域福祉保健計画・横浜市地域福祉活動計画検討会 座長 

立教大学コミュニティ福祉学部 教授 森本 佳樹 
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様々な担い手が活躍する子育て支援  

事例 10 住民自身が情報を集約・発信 

定期的なつながりから発展する地区子育て連絡会            １２ 

事例 11 保健活動推進員を中心とした健康づくりの取組にも関わる子育て支援サロン   １４ 

障害者理解を目指した取組  

事例 12 障害当事者、支援者による障害理解啓発の取組           １５ 

事例 13 町内会婦人部による様々な地域住民が参加する清掃活動       １６ 

３．今後の地域活動の推進に向けて                 １7 
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事例タイトル 
事例提供者 

■団体名、関わっている中心メンバー 

 

■対象地域 

 

■対象者（参加者） 

 

■活動開始に至った経緯 

 

■取組開始時期 

 

■活動頻度 

 

■運営財源 

 

 

 

 

 

■内容 

・ 

・ 

この事例に今後どんな広がりが期待できるかを記載しています 

事例の今後の広がり 

 

支援機関が、この事例を活用する際のヒントを

記載しています 

事例のポイントとなる部分を記載しています 

関連する市計画の推進の柱の取組名（●-●-● 〇〇〇〇〇〇） 

事例 
番号 

＜支援機関へのヒント＞ 
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事例の今後の広がり 

シニア世代のニーズにマッチしたふくろうカフェ 

横浜市桂台地域ケアプラザ 所長 石塚 淳 

 

■団体名、関わっている中心メンバー 

 自主グループ（ふくろうカフェ） 

■対象地域 

 栄区 

■対象者（参加者） 

 豊かなシニアライフを考えている人、考え

ようとしている人（年齢制限無し） 

■活動開始に至った経緯 

 相談者（男性）と仲間で「豊かなシニアラ

イフについて語り合いたい」という話が挙が

り、ケアプラザに相談があった。語り合う場

を作るためにその人の想いをケアプラザの広

報紙で周知し、同じ想いを持つ方を募った。 

■取組開始時期 平成 25年度 

■活動頻度 月１回 

■運営財源 参加者の会費や講演会収入 

■内容 

・コーヒーやお茶を飲みながら、高齢期の課

題や願いについて、自分の想いを自由に語

り合うサロン。会場は地域ケアプラザ 

・毎回活動終了後、近くのコミュニティカフ

ェで飲酒有の２次会があり、そこで本音が

語られている。 

 

・あえてゆるい
．．．

集まりとし、出入り自由としている。

その趣旨を繰り返し確認している。 

・最初は経歴（今までの人生）についてメンバーそ

れぞれが語っていた。 

・これをやろうというテーマは特に指定せず、話し

ている中で色々出たアイデアを企画化している。 

【今までの活動内容】 

○障害施設の見学や若手職員との交流会 

○ミニ講話（障害について講師を交えた少人数での

意見交換会） 

○栄区の歴史（元区役所職員） 

○栄区のボランティアの歴史（ベテラン活動者） 

○介護保険や権利擁護の話         など 

・参加者の方にはいろいろな肩書があり、様々な話

が交わされる。 

・開始当初の参加者は 8名。第 1回講演会では 50

名を超える参加があった。シニア世代が自由に話

せる場を望んでいることが確認でき、定例会への

参加者も増加している。 

・老後の悩みを抱えているのは皆同じだということ

を認識できて良かったという声が挙がっている。 

・個人的な部分まで話すことがあり、それが実際に

抱えている悩み解決につながっている。 

●参加者主体の企画としても、認知症の方や障害のある方への関わりなどに関する企画が

行われ、地域活動に発展する可能性がある。 

 

３－３－１： 高齢者の幅広い参加を促すための取組の推進 
３－３－２：高齢者の意欲と能力が発揮できる新たな場と出番づくりによる地域活動の活性化 

＜支援機関へのヒント＞ 

 ●周知段階で日時、場所等の単なる事業周知ではなく、発案者の想いを掲載するこ

とで、共感を得やすい仕組みにしており、参加につながっている。 

●まずは集まる場作りと戦略的に位置づけし、ケアプラザから地域活動の提案など

を行わず参加者主体の企画にすることで継続的な参加につながっている。 

～自由に話せる場が、地域活動の架け橋に～ 

 

発案者主導による取組、参加者が語り合う中で出た意見を形にする等、シニア世代

当事者の想いを大切にすることで、ニーズにマッチした取組となっている。 

ケアプラザ内で行うカフェで終わることなく場面を変えた２次会を設定することで、参

加者同士のより深いつながりができている。 

事例１ 

事例概要 
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多世代へつながる聞き書きボランティア 

横浜市桂台地域ケアプラザ 所長 石塚 淳 

■団体名、関わっている中心メンバー 

 桂台地域ケアプラザ聞き書き隊 

■対象地域 栄区桂台地域ケアプラザエリア 

■対象者（参加者） 

 聞き手：講座受講者（ケアプラザで傾聴ボ

ランティアとして活動していた方や民生委

員等 13名） 

語り手：地域住民 

■取組開始に至った経緯 

 ケアプラザで活動する傾聴ボランティアの

「話を聞くだけでなく、もう少し何かできな

いか」というつぶやきから自主事業を展開。 

■取組開始時期 

平成 25 年認知症サポーター養成講座とし

て桂台地域ケアプラザ主催で聞き書きボラン

ティア講座を実施（全３回、講師：日本聞き

書き学校）講座参加者に自主化を呼びかけ、

ボランティアグループが発足。 

■活動頻度 月１回定例会および随時 

■運営財源 ケアプラザ事業費 

■内容 

・語り手の話を聞き、その内容を書き起こし、１冊

の本にする活動。ご本人から昔の話や思いを語っ

ていただき、話し言葉をそのまま本にしていく。 

・当初はケアプラザデイサービスの利用者に活動を

行っていたが口コミで語り手が広がりつつある。 

・最初は語り手も「私の話なんか」と言っていたが、

活動を始めると昔の事を思い出し、積極性が引き

出され、昔行っていた趣味の再開やレクリエーシ

ョンを主導するなど意欲向上につながった。 

・語り手は関わりが無いと難しいため、理解がある

事業所の協力があると良い 

・中学校で聞き書き文庫を期間限定で開設した。生

徒の平和教育にも広がりが出てきている。 

・聞き書きに留まらず、話の中で出てきた場所へ本

人と聞き書きボランティアで外出するなど活動の

楽しみも広げる工夫ができる。 

３－３－２：高齢者の意欲と能力が発揮できる新たな場と出番づくりによる地域活動の活性化 
３－４－１：地域で取り組む福祉保健活動の推進 

 

＜支援機関へのヒント＞ 

 

～話す人は生きいきと、聞く人の活動も広がる新たなボランティア～ 

 

●福祉を全面に押し出した活動ではないため、既存のボランティア募集とは異なる、

本が好きで興味を持った方など、新たな担い手発掘につながる活動となっている。 

●聞き書き隊として自主グループ化後もケアプラザが関わり、学校を巻き込む等の仕

掛けを行うことで、活動の幅が広がっている。 

 

語り手も話す事で昔の事を思い出し、昔の趣味の再現など生活意欲、生きる意欲

の向上につながる。また、聞き手がその方を理解することで、声掛け等も変わり、

語り手の情緒の安定など生活環境の安定にもつながっている。 

 介護等専門的な知識を必要とせず、話し言葉をそのまま記載するため、誰でもでき

るボランティア活動として気軽に参加できる。 

ケアプラザの自主事業（講座）をきっかけに、ケアプラザ内での活動にとどまらず、

学校と連携するなど地域資源となる活動になっている。 

●語り手を変える事で、交流の機会が少ない知的障害者、精神障害者等と地域の方がつながるきっ

かけに応用できる。 

●聞き手を高校生、中学生にすることで福祉教育にも応用できる。 

事例の今後の広がり 

事例概要 

事例２

２ 
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事例概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シニア層の活躍が期待できる 
学校教育支援ボランティア 

幸ケ谷小学校 学校・地域コーディネーター 佐伯 美華 

 

■団体名、関わっている中心メンバー 

幸ケ谷共育倶楽部 

※事務局は、 

学校・地域コーディネーター３名、 

保護者２名、地域活動者１名 

 ※取組のキーパーソンは幸ケ谷小学校長と 

  学校・地域コーディネーター 

（もと PTA役員） 

 

■対象地域 

幸ケ谷小学校区 

 

■対象者（参加者） 

 保護者、地域住民、学生 

 

■活動開始に至った経緯 

 校内の教育支援に関わる活動やグループ

を、ひとつのボランティア団体にして推進し

ていこうという校長先生の発案から 

 

■取組開始時期 

 平成 2１年度 

 

■活動頻度 

 学校の必要性に応じて随時 

■運営財源 

 教育委員会からの学校・地域コーディネーター設

置校への助成金 

 その他、緑化栽培プロジェクトへの園芸関係の企

業による協力などもある。 

 

■内容 

・保護者、地域住民、教師を目指す学生など１８９

名が登録する「幸ケ谷共育倶楽部」は教育支援ボラ

ンティアとして、子どもたちの学習活動や学校の教

育環境整備をサポート。 

保護者が大部分で、地域住民は 30名程度参加して

いる。 

・読書ボランティア、校外学習、家庭科（調理実習）、

芝生の維持管理を中心とした緑化環境整備、トイレ

掃除見守り、授業参観時の受付など学校の要請によ

り幅広く教育活動を支援。活動者の登録時の希望を

聞きながら担当を決めている。 

・子どもたちの体験活動としてイベント（低学年～

高学年ごとに分かれ、むかし遊び、環境教育、語学

教育等を体験）も開催。 

・地域のシニア層も参加し、芝生のメンテナンスな

どの緑化活動や、家庭科のミシンや調理のサポート、

体験活動のイベントでは昔遊びのブースを担当。 

・事務局の地域活動者が地域の担い手とのつなぎ役

になり、学校・地域コーディネーターが NPO 法人

や企業との調整を担っている。 

３－１－５：子どもと地域のつながりを深めるための学校・子育て支援関係機関との連携 
３－３－２：高齢者の意欲と能力が発揮できる新たな場と出番づくりによる地域活動の活性化 

 

子どもたちが親や教師以外の高齢者などの幅広い世代の大人と触れあい、学ぶ機会

になる 

 
地域活動者と学校・地域コーディネーターが連携しそれぞれの強みを生かして事務局を

運営し、ボランティアのコーディネートができている。 

事例３ 

～学校と地域が連携した、地域活動者の意欲と能力を生かした取組～ 
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■内容（続き） 

・学校全体に地域やNPO法人、企業と連携して取り組んでいこうという風土ができている。 

・立ち上げ時のボランティア登録者は 40名だったが、学校と協力して実施したチラシ配付や、シンボルマ

ーク、ボランティア専用名札、パンフレットの作成等の普及啓発の取組や、口コミ等の効果により、登録

者が増えている。 

・会員には写真付きの登録用紙を提出してもらい登録している。事務局はボランティアの顔と名前を覚え参

加するボランティアにもあった時にすぐ名前を呼んで声掛けを行い、緊張をほぐし安心して活動に参加で

きる工夫を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜支援機関へのヒント＞ 

 
●学校で子どもたちと触れあう活動は、シニア層の方が培ってきた経験や技能を生かす場とし

て有効であり、家に引きこもりがちな高齢者や、地域のサロンなどには馴染めない方などの

新たな居場所と役割発揮が期待できる可能性もある。 

●学校・地域コーディネーターが配置されている学校は市内160校以上あるが、地域福祉保健

の支援機関との連携は十分ではないため、シニア層の活用に向けた協働相手として、働き

かけをしていく必要がある。 

●シニア層にもっと来校してもらえるように、シニア層の方が持っている技能を発表できる場や、シ

ニア層が参加可能な土曜講座の開催、中休み時間の遊びの相手など今後検討予定。 

事例の今後の広がり 
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＜支援機関へのヒント＞ 

 

テーマに応じたメンバー構成での 
地域支えあいネットワーク 

市民公募委員 植木 美子 

■団体名、関わっている中心メンバー 

 永谷地区社協、芹が谷地域ケアプラザ、 

東永谷地域ケアプラザ、港南区役所 

■対象地域 

 港南区永谷連合町内会エリア 

■対象者（参加者） 

 地域住民、小・中学校校長、ＰＴＡ、 

商店主 

■取組開始に至った経緯 

 東日本大震災後、地域防災拠点（学校）と

地域との連携が課題となったことがきっか

け 

■取組開始時期 

 平成 21年度～学校が参加 

※学校へのアプローチは学校とつながりの

深い地区社協会長から声かけ。 

 平成 23年度～商店が参加 

※商店へは、ケアプラザを中心に 1店舗ず

つ訪問。商店が様々な場面で子ども達の

面倒を見てくれていることもわかった。 

 

■活動頻度 

 地域支えあいネットワーク 年３回 

■運営財源 

 特になし 

■内容 

・永谷地区の「地域支えあいネットワーク」は、地区

社協、芹が谷地域ケアプラザ、東永谷地域ケアプラ

ザが中心となり、その時々に応じたテーマを設定し、

テーマに関係する人たちを集めて実施。 

・震災後には、地域防災拠点である学校と地域との連

携が課題となり、拠点の運営委員と学校、PTA、民

生委員などで情報交換を実施。さらに、災害時から

日常へとテーマを広げ、地元の商店を交えて「子ど

も 110番」や地域での見守りについて情報交換を

実施。 

・地域支えあいネットワークをきっかけに、商店主同

士のつながりができ、商店主が中心となり、新たに

住民向けの情報紙を発行することとなった。情報紙

には、商店の情報だけでなく、地域ケアプラザや支

えあいネットワークに参加している団体の情報も掲

載され、店頭で来店者に配布されている。 

2-2-2：地域の生活課題を把握・調整・解決する仕組みの充実と新たな取組の創出 

3-4-3：企業とのパートナーシップによる課題解決に向けた取組の推進 

 

●地域で課題となっていることをテーマに、メンバー固定ではなく、テーマに応じて流動的に

メンバーを招集することでネットワークが活性化している。 

 

 
どのような地域課題にも対応でき、関係する人を集めて横につなげ、そこでの情報

共有が日常の取組に生かされるという、プラットフォームとしての機能を果たしてい

る。 

あえて支えあいネットワークとしての事業を持たないことで、参加者を中心とした新

たな取組の展開も生み出されている。 

事例４ 
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＜支援機関へのヒント＞ 

 

お互いの役割理解・連携につながる 

ことぶき社会資源ツアー 
社会福祉法人 神奈川県匡済会   

横浜市ホームレス自立支援施設 はまかぜ 施設長  工藤 廣雄 

■団体名、関わっている中心メンバー 

  自治会、地区民児協、地区社協、老人クラブ、

障害者施設、介護事業所、ホームレス支援施設、

不老町地域ケアプラザ、行政機関（寿勤労者協

会、寿プラザ、区役所）、区社協 

寿地区地域福祉計画推進会議「ことぶきゆめ

会議」の取組の一つ。地区社協や地区民児協が

中心的に関わっている。 

■対象地域 

 寿地区 

■活動開始に至った経緯 

地域には社会資源が多いが、支援者は寿地区

内の住民でないことが多い。震災をきっかけに、

地域住民と支援機関との日常的なつながりの必

要性に気づいたことがきっかけ。 

■取組開始時期 

 平成 23年 9月 

■活動頻度 

 会議：毎月 

 社会資源ツアー： 

23年度 5回、24年度４回、25年度３回 

■内容 

・福祉の社会資源が多いという地区の特徴を生かし、

関係機関、団体、住民組織で定期的に施設見学ツ

アーを開催。（介護事業所、保育所、学童クラブ、

障害・高齢関係施設、医療機関、ホームレス支援

機関、簡易宿泊所、職業安定所など） 

・日常業務や活動等で関わる以外の社会資源を知る

ことにより、地域内の連携を強化することが目的。 

・このツアーにより、職業安定所との連携が促進さ

れ、就労に関する情報提供が受けやすくなるなど

の成果があった。 

・また、介護事業所等とのつながりができたことに

より、高齢になったホームレスの支援の際の連携

が促進された。 

1-1-2：個別支援と地域支援の連動を見据えた施策の展開と地域の様々な取組を有機的・重層的に機能させる

ためのネットワークづくり 

3-4-5：地域の福祉施設と協働した地域福祉保健活動の推進 

 

●福祉関係の施設等に限らず、商店、企業、地域で活動する役員の話を聞く機会を

設けるなど、お互いのことを知る取組から、地域の課題を協働で解決していく取組

のアイディアが生まれる可能性がある。 

●地域にある社会資源（施設等）の役割や機能が理解されると、地域課題の解決に

向けてその機能をどう活用できるかを具体的にイメージすることができるようになる

ため、地域の福祉施設に期待される社会貢献活動にもつながる。 

関係機関、団体、住民組織等による施設見学を通じて施設と地域の連携を強化

している。 

事例５ 
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地域の健康づくり活動の発展 
・充実に向けた健康づくり団体連絡会 

横浜市保健活動推進員会 旭区会長 平本 成子 

 

■団体名、関わっている中心メンバー 

旭区健康づくり団体連絡会 

（保健活動推進員会、食生活等改善推進員

会、町ぐるみ健康づくり教室、地域ケア

プラザ、スポーツセンター等）、 

 事務局は区福祉保健課健康づくりが担

っている。 

取組のキーパーソンは、保健活動推進員

と団体連絡会出席者（各団体の代表者）。 

■対象地域 

 旭区全般 

■活動開始に至った経緯 

 健康に関する普及・啓発を行う必要性か

ら、区からヘルスセミナー（３年間の補

助金あり）の開催を発案し、ヘルスセミ

ナー終了後も、保健活動推進員を中心と

する形で継続 

■取組開始時期 

 平成 17年ごろ 

■活動頻度 

 年２、３回の情報交換、 

１年～２年に１回の講演会など 

■運営財源 

 講演会については医師会の先生の好意により 

 無償。資料印刷費等については区の健康づく

りの予算から 

 

■内容 

・区域で健康に関連する団体が集まり、各団体

の地域における健康づくり活動がより発展、

充実することを目的として、情報交換や健康

に関する講演会など、共働で事業を実施。 

・年に２～３回の情報交換では、それぞれの感

じている課題や現在行っている取組等を話

し、活発にアイデア出しや意見交換を行って

いる。地域施設のスポーツセンターもオブザ

ーバーとして意見交換に参加するほか、講演

会の補助も行うなど、積極的に協力している。 

・講演会は、医師会の先生からお話しいただい

ており、地域の専門家の視点による健康づく

りの普及啓発が行なわれている。 

・また、高齢者の認知症に関する講演会など、

区内で行われる他の講演会に、連絡会として

健康づくりに関するパネル展示をする等の取

組も行っている。 

・この情報交換により、食生活改善推進員によ

る企画の講演会に保健活動推進員が協力する

など、連携が促進された。 

＜支援機関へのヒント＞ 

 

●同じテーマ性をもつ団体同士の情報交換の場をつくることで、類似する事業や 

取組を各団体が協力して行っていくことができ、相乗効果が期待できる。 

２－２－３：健康寿命の延伸の視点を取り入れた健康づくり・保健活動の取組充実 
３－４－１：地域で取り組む福祉保健活動の推進 

 

健康づくりという切り口から、認知症などの分野別の取組とも連携している 

医師など専門家の協力を得て取り組んでいる 

事例６ 
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＜支援機関へのヒント＞ 

 

地縁組織とテーマ型団体が 

協力した地域活動（みんなのまつり） 
西区第４地区社会福祉協議会 会長 米岡 美智枝 

■団体名、関わっている中心メンバー 

第４地区社協 

■対象地域 

西区第４地区 

■対象者（参加者） 

第４地区内の自治会・町内会、地区社協、

民児協等の地域活動団体、小・中学校、

西区内のボランティア団体、作業所、地

域活動ホーム、ワーカーズコレクティ

ブ、地域ケアプラザ、警察、区社協、区

役所等 約 60 団体 

■活動開始に至った経緯 

 地区内の地域活動団体や自治会、町内会

の取組が地域住民に知られていないため、

各団体紹介をまとめたパネル展示と活動

報告を中心に行う場としてスタートした。 

■取組開始時期 

平成 15 年度 

■活動頻度 

年１回（１年間の活動報告の場として） 

■運営財源 

 地区社協事業費、自治会・町内会協力金 

■内容 

・地区内あるいは区内の幅広い団体、施設等が

協力して年 1 回「みんなのまつり」を開催。 

・地域住民に活動を知らせることと、地域の団

体、施設間がお互いの活動を知ることが目的

であり、連携促進につながっている。 

・まつりのメインになっている活動紹介パネル

は参加団体、施設が用意し、会場に掲示。 

・周知は広報紙やポスター、班回覧などのほか、

区社協、e ネットにし探検隊（西区内の地域

情報発信サイト）のホームページに掲載して

告知している。 

・来場者(地域住民など)に地域内の活動を知っ

てもらい、共に活動する仲間を増やしたり、

地域の社会資源を活用してもらうことで、第

４地区が明るく住みよい地域になることを目

指している。 

【みんなのまつり 内容】 

 活動紹介パネル展示、作業所・ボランティア

団体の作品展示販売、模擬店、アトラクショ

ン(音楽・体操)、スタンプラリー、抽選会等 

1-1-2: 個別支援と地域支援の連動を見据えた施策の展開と地域の様々な取組を有機的・重層的に機能させる

ためのネットワークづくり 

3-4-6：NPO 法人等と地縁組織との連携による地域福祉保健活動の推進 

 

●地域内の活動団体の連携が十分でない地域では、既存の地域イベント時に活動紹介

パネルの展示等の仕掛けを加えることで、連携のきっかけづくりになる可能性がある。 

地区社協が、中間支援組織としての役割を発揮し、各団体や施設を取りまとめ、

お互いの活動を知り連携する機会と、住民に活動内容を知らせる機会を設けてい

る。 

 

事例７ 
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誰でも参加しやすい認知症予防 
3Aプログラム 

横浜市桂台地域ケアプラザ 所長 石塚 淳 

 

■団体名、関わっている中心メンバー 

 ３A・スマイルの会（自主グループ）、ＮＰ

Ｏ法人認知症予防 3Ａよこはまかたつむり

の会、自治会、ボランティアグループ等 

・NPO法人が講師となり各所で地域の方の自

主グループとして３Ａプログラムが立ち上

がっている。 

■対象地域 栄区 

■対象者（参加者） 

 脳トレや介護予防に興味のある方、包括か

らの紹介者（参加者約２０名ボランティア約

１０名） 

■活動開始に至った経緯 

 栄区コーディネーター連絡会にて、認知症

予防をうたった講座は、参加者が少ないとい

う課題があがり、小菅ヶ谷地域ケアプラザで

取り組んでいた３Aプログラムを一つの手法

として取り上げ合同研修会を行った。  

■取組開始時期 

平成 24年 地域交流主催で「笑って脳ト

レ」というタイトルで活動開始 

 

■活動頻度 

 月２回 1回 2時間 

 地域ケアプラザが一部事務局的な機能を持つ 

 （広報、参加者紹介、新規ボランティア育成等） 

■運営財源 参加者の会費 

■内容 

・３Ａプログラムとは、「明るく、頭を使って、あき

らめない（３A）」をモットーにしており、認知症

予防の脳リハビリゲームを行うボランティア活動 

・予防目的の参加者に加え、軽度認知症の方も参加 

・「優しさのシャワー」を合言葉に、軽度認知症の方

の心地の良い居場所をつくるため、声かけ等配慮

している 

・進行、開催準備をボランティアが担当 

・プログラム 

  ①椅子に座りながらの体操 ②口腔体操 

  ③昔の出来事や最近のエピソードを交えた自己

紹介（回想法的な脳トレ） 

  ④指遊び ⑤身体を動かすゲーム 

  ⑥茶話会 

・他区で立ち上がっている３A自主グループと合同

研修を実施。新たなアイデアや取り組みの情報交

換、モチベーション向上に役立っている 

＜支援機関へのヒント＞ 

 ●当事者が参加していることで自助の取組から共助として当事者を支える取組へ発展するきっ

かけとなっている。 

●ボランティア・参加者の自主的な活動となった後も、関わりが途切れずに、合同研修の参加

等の支援をケアプラザが行なっており、参加者の意欲向上、活動継続につながっている。 

２－２－３：健康寿命の延伸の視点を取り入れた健康づくり・保健活動の取り組み充実 
３－４－１：地域で取り組む福祉保健活動の推進 

 

●３Aの手法を他のボランティア活動で取り入れる、新しいグループができるなど、３Aプログラム

自体が広がっていく事が考えられる。 

認知症予防の自主グループの活動という位置づけだけでなく、認知症に関心のある方

が集まっていることもあり、認知症当事者も参加しやすく、居場所づくりになっている。 

 認知症予防という言葉がマイナスイメージに取られやすいため、募集チラシのキャッチコ

ピーを工夫した。また、活動者も当事者も楽しめるプログラムを設定するなど、誰もが参

加しやすい環境づくりを行なっている。 

事例８ 

事例の今後の広がり 
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＜支援機関へのヒント＞ 

 

単一自治会エリアでの 
住民による見守りの情報交換 

栄区シニアクラブ連合会 会長 竹谷 康生 

■団体名、関わっている中心メンバー 

 湘南福祉連絡会（湘南桂台自治会、グループ

桂台、湘南桂台シニアクラブ、桂台地区民生

委員、桂台地域ケアプラザ）10名程度 

■対象地域 

 湘南桂台自治会エリア 

■対象者（参加者） 

 ひとり暮らし高齢者、高齢世帯 

■活動開始に至った経緯 

 自治会、民生委員など地域で見守りをしてい

る者同士の連携が取りづらい状況であったこ

とから、自治会の呼びかけにより始まった。 

■取組開始時期 平成 18年頃 

■活動頻度 日常の見守り：随時 

定例会議：３カ月に１回 

■運営財源 運営費はかかっていない。 

■内容 

自治会、ボランティアグループ、シニアクラブ、

民生委員、地域ケアプラザの 5団体で単一自治

会エリアの内で把握している、ひとり暮らし高

齢者、高齢世帯の見守りが必要な方について定

期的な情報交換を実施。 

 

■内容 

・自治会、ボランティアグループ、シニアクラブ、

民生委員、地域ケアプラザの 5団体で単一自治会

エリアの内で把握している、ひとり暮らし高齢者、

高齢世帯の見守りが必要な方について定期的な情

報交換を実施。・メンバーは声のかけやすさなどで

対象者を分担して見守りを行い、３カ月に一度、

現状報告を行う。 

・主に民生委員から心配な方についての情報提供が

され、他に関わっている機関も情報を出し合う。 

・見守りの中で支援が必要になった方については民

生委員が訪問し、地域包括支援センターや居宅介

護支援事業所にスムーズにつなげている。 

・消費者詐欺や不審者情報、台風、大雪などへの対

応など、地域で心配される問題についても情報交

換を行っている。 

・連絡会参加の４者は対等な立場として参加してお

り、それぞれが積極的な情報交換を行なっている。 

・地域住民が気になる方をピックアップし、自治会

エリアでの様々な地域活動のつながりから情報交

換を行なっている。ケアプラザから情報提供する

場合には会の趣旨を説明し、本人同意を得ている。

情報提供を通じて見守りがスムーズに行われるよ

う支援している。 

2-1-1：平常時における地域主体の見守り活動の充実や災害時要援護者支援の推進 

2-1-2：孤立防止や虐待防止等の啓発により過剰な個人情報保護を防ぎ、自ら積極的に助けを求める力をもつ

市民を増やす・ちょっとした変化に気付きつなげる市民を増やす 

●地域住民が日々の暮らしの中で把握している情報は、支援機関がまだ把握してい

ない情報も含まれ、課題を抱えた人の早期発見にもつながる。 

●住民による高齢者の見守りと、気になる人の情報共有に地域ケアプラザが参加する

ことで、本当に支援が必要な人を確実に支援機関につなげることができ、また関わ

っている住民も安心して見守り活動を継続することができる。 

住民同士で気になる人の情報を出し合い、ゆるやかな見守り活動を展開。民生委員

の負担軽減にもつながっている。 

地域ケアプラザが関わることで、支援が必要な人を具体的な支援機関につないでいる。 

定期的な会議により、普段から情報交換しやすく相談しあえる関係を構築している。 

事例９ 
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住民自身が情報を集約・発信 
定期的なつながりから発展する地区子育て連絡会 

西区地域子育て支援拠点スマイル・ポート 施設長 山田 美智子 

 

■団体名、関わっている中心メンバー 

 西区第６地区子育て連絡会 

 （旧支えあいネットワーク） 

・民生委員、児童委員 

・子育て支援者 

・地域ケアプラザのコーディネーター 

・子育てサロン代表 

・乳幼児一時預かり事業実施保育施設のス

タッフ 

・親と子のつどいの広場スタッフ 

・地域の子育て支援ボランティア 

・子育て当事者 

・西区役所・西区社会福祉協議会 

※地域ケアプラザを事務局とし、各メンバ

ーが積極的に動いて活動している。 

 

■対象地域 

 西区第６地区 

 

■取組開始時期 

 平成 17年 

 

■活動頻度 

 月１回の定例会の他、随時イベント開催 

■取組開始に至った経緯 

・支え合いネットワーク立ち上げ時に、分科会

を作りテーマ別の取組を進めようとしたこと

がきっかけ。 

・様々な活動を行っていた地域活動者が中心と

なり、これまでの経験やコーディネート力を

生かして、様々な団体の顔つなぎを行った。 

■運営財源 

・印刷物等の経費は地域ケアプラザ事業費 

・他はほとんど経費をかけておらず、区社協の

ボランティア保険を使ったり、イベント時の

おみやげ品などは手作りしたり他のイベント

で余ったものを活用するなどの工夫をしてい

る。 

■内容 

・地区内の子育て支援に関わる関係者が毎月定

例会を行い、地区内のそれぞれの活動状況や

課題を共有。 

・区役所、地域ケアプラザ、保育園、地域のサ

ロンなどエリア内の様々な子育てに関する情

報を利用者（当事者）の視点で整理している。 

・エリア内子育て情報をカレンダーにまとめ発

信するほか、当事者の力を活かし、利用者目

線で分かりやすい子育て支援情報マップを作

成。 

・防災に関する取組では、自治会町内会と連携

し、町内会長を講師として、地区内の小学校

の防災拠点備蓄庫見学や講座を行った。子育

て当事者は地域防災拠点や広域避難場所の役

割を知らない方も多く、課題に沿った活動展

開ができている。 

１－１－２：個別支援と地域支援の連動を見据えた施策の展開と地域の様々な取組を有機的・重層的に機能さ
せるためのネットワークづくり 

３－１－２：地域全体で地域の一員として子育て世帯を見守り・支える風土をつくる 
 

連絡会参加メンバー以外の情報も含め、利用者の視点でエリア内の様々な子育て情

報を集約し、発信している 

 
課題に応じて必要な団体と連携している 

（例：防災の取組で町内会と連携し講座を開催） 

事例 10 
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＜支援機関へのヒント＞ 

 
●支援機関だけではなく、当事者が自分のできることを生かす形で子育てマップやカレンダーを

作成し、当事者が取り組んだ成果が形になって見えることで、やる気を引き出し、参加を促

進している 

●地域団体との接点を意図的につくることで、地域の子育て世代への理解が深まり、子育て世

帯を見守り、支える風土づくりにつながっていく 

●地域と当事者の接点となり、地域へ子育て世代をつなげるきっかけになれる。 

事例の今後の広がり 
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事例概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健活動推進員を中心とした健康づくりの
取組にも関わる子育て支援サロン 

横浜市保健活動推進員会 旭区会長 平本 成子 

 

■団体名、関わっている中心メンバー 

旭区鶴ヶ峰地区保健活動推進員 

地域ケアプラザ 

近隣保育園の保育士 

歯科医師会の歯科衛生士 等 

 ※保健活動推進員を中心に展開 

■対象地域 

旭区鶴ヶ峰地区 

■対象者（参加者） 

鶴ヶ峰地域周辺の未就園児の親子、妊婦 

■活動開始に至った経緯 

平成 15年頃から区域で実施されてい

た子育て支援サロンを地域ごとに開催す

ることになったため。 

もともと、NPOこそだちしえんあさひ

の理事長が子育てサロンをやりたいと区

に持ちかけ、赤ちゃん教室をやりたいとい

う考えのあった保健活動推進員とともに、

あわせてサロンを始めたのがきっかけ。

（現在の地域ごとのサロンは、区域のサロ

ンがいくつかに分かれ、保健活動推進員を

中心に展開していった） 

 

■取組開始時期 

 平成 17年 

■活動頻度 

月に１回、１年間で１０回 

■主な財源 

あさひふれあい助成金 

■内容 

・親子の健康に関わる取組であり、他の健康づ

くりの取組にも子育てサロンでの経験を生か

せると考えたため、鶴ヶ峰地区の保健活動推

進員全体で関わっている。 

・26 年６月には保健活動推進員による母親の

健康チェック（体組成計による測定等）と栄

養士による栄養相談を実施。特に若い母親は

健康づくりに関心が低く、他のイベント等で

もなかなか興味を持たれないため、効果的な

普及啓発ができた。また、歯科医師会の歯科

衛生士による歯の健康に関する指導も年１回

行っている。 

・地域ケアプラザは、場所の提供と主催講座等

の参加者に、子育て支援サロンのイベント等

の参加を働きかけている。 

・近隣の８か所の公立保育園も積極的に関わっ

ており、毎回、保育士が無償で協力している。 

＜支援機関へのヒント＞ 

 
●若い世代の母親を対象とした健康づくりへの意識啓発に、顔の見える関係性のある定期的

な子育て支援サロンの場の活用は効果がある。 

 

２－２－３：健康寿命の延伸の視点を取り入れた健康づくり・保健活動の取組充実 
３－１－２：地域全体で地域の一員として子育て世帯を見守り・支える風土をつくる 

 

保健活動推進員が中心となって子育て支援を行っている 

地域ケアプラザ、近隣保育園、歯科医師会など様々な関係団体が関わっている 

事例 11 
 

●既存の地域活動を活用し、健康づくりの要素を取り入れることで、健康づくりに関心が低い

住民への啓発に効果をあげることができる。 
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事例概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜支援機関へのヒント＞ 

 

障害当事者、支援者による 

障害理解啓発の取組 
横浜市心身障害児者を守る会連盟 事務局長 坂田 信子 

■団体名、関わっている中心メンバー 

 都筑区社協 障害福祉分科会（区内の障害当

事者団体、家族会、施設、作業所、グループ

ホーム等 全 50団体） 

■対象地域  都筑区 

■活動開始に至った経緯 

 区社協の障害福祉分科会で平成 22年から

始めた活動計画の策定がきっかけ 

■取組開始時期  平成 24年度 

■活動頻度 

 分科会の開催は年３回程度。 

取組に応じた検討チームの会議は随時。 

■運営財源  区社協事業費 

■内容 

①当事者発信の障害理解啓発バッジ作成 

・「自分はこういう障害がある」ということ

を周囲に理解してもらい、周囲から声を

掛けやすく、手助けしやすい雰囲気づく

りのため、「つづきチャレンジド」マーク

を一般公募し、そのデザインを用いた障

害当事者が身に付けるバッジを作成。 

②小中学校における障害について学ぶ場づくり 

 ・区社協の障害福祉分科会を中心に、福祉教育プ

ログラム検討チームを設置し、検討を進めてい

る。 

 ・学校で福祉教育に携わる教員の意見を聞きなが

ら、当事者、支援者を中心に肢体・精神・知的

障害の福祉教育プログラムを作成。 

・精神障害については、教員と検討チームによる

意見交換の場を設け、身近な話題であるストレ

スを入口に、一人で悩まず相談してほしいとい

うことを伝える中学生対象のプログラムとして

作成。プログラム作成後も教員との情報交換を

実施。 

・知的障害については、小学校 4年生以上を対象

に、障害の特徴を実例や体験を交えて理解する

プログラムとして作成。ガイドボランティア講

座の教材の一つとしても活用。 

・肢体障害用プログラムは今後作成予定。 

③障害児者世帯と地域とのつながりづくり 

 ・民生委員・児童委員協議会と障害福祉分科会と

の合同会議で相互の情報交換を実施するなど、

地域でのつながりづくりに向けた取組を実施。 

3-2-2：多様性の理解の普及啓発と当事者の社会参加の促進 

●子ども向けにわかりやすく作成した福祉教育プログラムは、学校だけでなく、地域住

民に向けた福祉啓発にも活用可能。 

●地域住民と障害当事者や家族との個々のつながりづくりはハードルが高い。区域で

民生委員と障害団体とが組織としてつながり、想いを共有することをきっかけに、

徐々に地区域でのつながりづくりに結び付けていくことができる。 

区社協が持つ分科会（当事者のネットワーク）をうまく活用し、障害当事者団体の

方々が主体的に動いて展開された事例。 

 
支援を求めやすくするために、障害当事者、家族自らが発信する取組。自助力を

高めるための支援となっている。 

 

事例 12 
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事例概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町内会婦人部による様々な地域住民が 
参加する清掃活動 
市民公募委員 菅原 恵美子 

 

■団体名、関わっている中心メンバー 

（１）所属等 

 柳町町内会婦人部（金沢区） 

（２）役割分担 

 町内会婦人部の役員を中心に実施 

 町内会婦人部長の企画、発案により、町

内会役員の協力を得て取組が進められ

ている。 

 

■対象地域 

 柳町周辺（平潟湾プロムナード） 

 

■対象者（参加者） 

 柳町住民及び柳町内の知的障害者作業

所 

■活動開始に至った経緯 

・楽しい活動だけではなく、地域貢献にな

るような取組も行ったほうがよいという

意見があったため 

 

■取組開始時期 

平成 21年度 

 

■活動頻度 

 年１回（毎年９月に実施） 

■運営財源 

 町内会費 

 

■内容 

・子どもから高齢者まで幅広い年代の地域住民

が参加している清掃活動を実施。参加者は約

60名程度。 

・また、町内の知的障害者の作業所の通所者及

び職員も参加し、共に活動を行う場になって

おり、作業所の広報紙にも取組が紹介された

りしている。 

・町内会の公園担当役員も協力し、清掃用具等

の準備を行っている。 

・区土木事務所とも協力して実施。区土木事務

所が大まかな下草取りを行い、参加者は残っ

た雑草取りや、落ち葉掃除等を行うため、作

業量も多くなく、時間も１時間程度なので、

負担感をあまり感じずに参加できる。地域住

民の手によって地域が綺麗になるため、達成

感を得ることができる。 

・清掃活動以外にも、婦人部及び町内会では地

域の行事への参加や地区連合主催の防災訓練

への参加を呼びかけ、普段からの交流や住民

同士の顔つなぎを行っている。これらの取組

により、災害時等のいざという時の近所での

助け合いにもつながると考えられる。 

＜支援機関へのヒント＞ 

 
●地域での障害者理解の取組を進めるためには、既存の地域活動に+αする方法で行うこと

により、地域の負担感なく自然に取り組める契機にすることができる。 

３－２－２：多様性の理解の普及啓発と当事者の社会参加の促進 
３－４－１：地域で取り組む福祉保健活動の推進 

 

地域での活動を一緒に行い、障害者と触れあうことで、障害理解につながっている。 

事例 13 
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３ 今後の地域活動の推進に向けて 

  

地域福祉保健計画の委員から13の実践事例を提出いただきました。 

 委員会の中でも、地域福祉の活動、地域福祉保健計画の評価というのは数値に置き換えることが難しいだけ

に、実践事例を積み上げていくことが重要との議論があり、その第一歩として、こうして委員発による事例集

がまとめられたことには大きな意義があると思います。 

 横浜のさまざまな地域での多様なテーマでの活動や実践は、時代とともに（人口の高齢化という要素が大き

いと思われますが）、確実に、着実に広がっています。地域福祉保健計画の10年の経験が、こうした地域での

取り組みを刺激したり、促進させたり、また、社会福祉協議会や地域ケアプラザなどのネットワークや専門職

による働きかけも大きな効果を上げているように感じられます。 

 横浜市では、地域福祉保健計画が市域・区域・地区（圏域）にくまなく策定され、連動しながら推進されて

いるところに特徴があります。本委員会からの事例は、身近な地域での新しい形の実践活動に加えて、地区域

でつないだり、あるいは区域の社会資源をネットワーク化することによって地域の力（問題を解決する力）を

高めていこうとする取り組みが目立ちました。 

 

（1）「聴く」ことと「話す」ことの相互性 

 ひとつは、「聴く」活動と「話す」活動が新たなスタイルで生まれていることです。 

 これまで大都市部を中心に「傾聴ボランティア」が広がってきましたが、「聞き書き」は、地域で生きてこら

れたその人の「人生」を、尊重し、尊厳をもって記録するという非常に重要な意味があると感じられます。も

う一つの活動のスタイルとして、気軽に話ができる「カフェ」とともに、その根底に社会の中の大きな「互酬

性」（お互いさま）の精神が息づいているような気がします。 

 

（2）社会資源を連携させたり、協働させたりすることの意味 

連絡組織やネットワークは、何らかの目的・必要性に基づいてつくられますが、必ずしも形式が内容を保証し

ません。連絡組織が何らかの問題解決の有効な手段であることは確かですが、連絡組織ができたからといって

問題解決したことにはならず、逆にそれが硬直化して、実質的な問題解決のための時間やエネルギーを消耗し

奪ってしまうこともあり得ます。 

今回の事例で報告いただいたネットワークにそれが見られないのは、おそらく、そこに生きた「必要」がある

からだと思われます。それゆえ、切実な「必要」に対して、「資源」（何らかの必要に対して助けになるもの）

をみつけたい、つなげたい、活用したいという願いがあります。 

 

（3）ネットワークの働きの刷新 

事例からは、こうしたネットワークの働きとして、1）声をあげるために当事者の話し合いの場をつくる（エ

ンパワメントする）、2）資源をうまくつなげ、活かし合う（お互いが生きる）ようにコーディネートする、3）

参加意欲を高めたり、地域の資源を掘り起こすようファシリテートする、などの働きが見出されました。重要

なことは、地域には、実は既存のネットワーク組織はたくさんあるけれども、その組織の必要性や機能が常に

新しく作りかえられているかどうか、だと考えられます。 

既存のネットワークも、時代とともに（あるいは時代を先取りし）、刷新され、ネットワークのもつ役割と魅力

が、地域の現場からの提案として生かされるような取り組みが今後、期待されるでしょう。 

 

 静岡福祉大学  社会福祉学部 教授 西尾敦史 
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横浜市地域福祉保健計画検討会 委員名簿 

任期：平成 26年 4 月 1日～平成 28年 3月 31日 

NO. 委員名（敬称略） 所属 備考 

１ 石塚 淳 横浜市桂台地域ケアプラザ（栄区）所長  

２ 井上 彰 横浜市身体障害者団体連合会 理事  

３ 植木 美子 市民公募委員  

４ 内海 宏 地域計画研究所 所長  

５ 工藤 廣雄 社会福祉法人神奈川県匡済会  

横浜市ﾎｰﾑﾚｽ自立支援施設はまかぜ 施設長 

 

６ 小宮山 滋 横浜市民生委員児童委員協議会 理事  

７ 佐伯 美華 幸ケ谷小学校 学校・地域コーディネーター  

８ 坂田 信子 横浜市心身障害児者を守る会連盟 事務局長  

９ 志村 一郎 都筑区連合町内会自治会 会長 

都筑区社会福祉協議会 会長 

 

10 菅原 恵美子 市民公募委員  

11 竹谷 康生 栄区シニアクラブ連合会 会長  

12 田髙 悦子 横浜市立大学大学院医学研究科地域看護学 教授  

13 中野 しずよ 特定非営利活動法人 市民セクターよこはま 理事長  

14 名和田 是彦 法政大学法学部 教授   

15 西尾 敦史 静岡福祉大学社会福祉学部 教授  

16 平本 成子 横浜市保健活動推進員会 旭区会長  

17 増田 英明 一般社団法人横浜市医師会 常任理事  

18 森本 佳樹 立教大学コミュニティ福祉学部 教授 座長 

19 山田 美智子 西区地域子育て支援拠点スマイル・ポート 施設長  

20 米岡 美智枝 西区第四地区社会福祉協議会 会長  

 

 

 

 

 



  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市健康福祉局福祉保健課 

横浜市中区港町１-１  

電話 045（671）3428 

FAX  045（664）3622 

社会福祉法人横浜市社会福祉協議会 

横浜市中区桜木町１-１ 

電話  045（201）2090  
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第３期区地域福祉保健計画の策定状況について 

 

 

各区の状況に合わせ、住民との協働による計画策定を進めています。 

 

 

策定に向けた取組 実施区 

（地区懇談会等の実施） 

地区懇談会等、住民主体の地域の話し合いの場の中で、 

第２期区計画の振り返り、第３期区計画策定に向けての 

課題の抽出等を実施 

18区で実施 

（アンケート等の調査の実施） 

区域での区民アンケートや区民意識調査による 

住民ニーズの把握を実施 

鶴見区、神奈川区、西区、 

南区、保土ケ谷区、旭区、 

金沢区、緑区、青葉区、 

都筑区、戸塚区、栄区、 

泉区、瀬谷区 

（ヒアリング、意見交換等の実施） 

分野別関係団体や地域活動者等への、ヒアリング、 

意見交換会等による住民ニーズの把握を実施 

鶴見区、西区、中区、南区、 

港南区、保土ケ谷区、旭区、 

磯子区、金沢区、港北区、 

緑区、青葉区、戸塚区、 

栄区、瀬谷区 

（地区別計画の策定・推進に関する指針の作成） 

地区別計画策定・推進の参考となる指針を作成し、 

地域住民を中心とした計画の策定に活用 

南区、保土ケ谷区、旭区、 

港北区、瀬谷区 

（磯子区 ※今後予定） 

 

健康福祉局福祉保健課 
平成 27 年３月 27 日 

資料５ 
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第３期区地域福祉保健計画の策定状況について

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２７年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２８年
１月

２月 ３月

鶴見区 策定検討会 ● ● ● ● ● ●

地区別計画策定
地区

懇談会

区計画策定 ○ 骨子検討 ○
地域福祉保
健推進会議

データ収集・課題分析

内容の
検討

単純集計
（速報）

集計 まとめ

内容の
検討

単純集計
（速報）

結果を
もとに

ヒアリング
まとめ

区推進フォーラム ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ● ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ●

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修 ● ● ● ●

力を入れる取組等

神奈川区 策定・推進検討会
推進会議
第１回

推進会議
第２回

推進会議
第１回

推進会議
第２回

地区別懇談会・地区別計画策定推進

区計画策定推進
策定推進

会議
策定推進

会議
策定推進

会議
策定推進

会議
策定推進

会議

データ収集・課題分析

区民意見の聴取・広報
広報

地福特集
意見募集

フォーラム・発表会
まちの
つどい

社会福祉
大会

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修
新転任・新採
用職員研修

地区担当
チーム向け

研修

地域別グ
ループ説明

力を入れる取組等

区計画の方向性から検討

区計画の方向性と地区別計画を
並行して検討

７区（南区、保土ケ谷区、旭区、金沢区、港北区、
　　　都筑区、瀬谷区）

11区（鶴見区、神奈川区、西区、中区、港南区、磯子区、
　　　　緑区、青葉区、戸塚区、栄区、泉区）

素
案
確
定

策定状況

テーマ別・分野別の課題等を踏まえ、区計画の方向性を検討し、目標、推進の柱等の枠組を地域に示すことで、
地区別計画にも区計画の方向性を踏まえた取組を検討してもらう。
※地域の意見等を踏まえながら検討を行う場合もあり

区民意見の聴取・広報

区民意識
調査

単純
集計

調査結果
発表

地区データ分析・整理

区名 取組内容

26年度 27年度

課題分析等準備

平成27年３月１日現在

該当区

2

1

計
画
確
定

当事者団
体等への
ヒアリン

グ

＜第３期区計画・地区別計画策定の流れについて＞

現在、各区で第３期区計画・地区別計画の策定作業を進めておりますが、各区の状況により、概ね以下の２つのような流れで策定が進められています。

＜第３期区地域福祉保健計画策定スケジュール（平成26・27年度）＞

区計画の方向性の検討と地区別計画の検討を同時に行っていくことで、それぞれの検討の中で出てきた要素を
共有し、反映し合いながら区全体の計画としてまとめていく。

アセスメントシート活用した 
情報共有 

地区行事等でのアン
ケート・聴き取り調査 

発送 回収 
問合わせ対応 

・クロス集計 
  ・課題分析 
 ・記者発表 

区民アンケート 

地区行事等で
のアンケート等 

関係団体での 
アンケート等 

発送 回収 
問合わせ対応 

企画会議 企画会議 企画会 企画会議 推進フォーラム 
企画会議を基に調整 

推進委員会 推進委員会 

準備 

準備 

計
 
画
 
骨
 
子
 
案
 
作
 
成

 

素
 
案
 
作
 
成

 

計
 
画
 
確
 
定

 

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 

意見募集 

関係課連絡会

支援チームとしての目標設定 地区アセスメント チーム目標の振り返り 

資料５ 

企画会企画会議 企画会企画会議 企画会企画会議 企画会推進委員会 
企画会議を基に調整 

推進委員会 推進フォーラム 

区計画データ 
分析・整理 

関係課連絡会

区・区社協・ＣＰ取組内容
の検討・意見照会 

区計画原案作成・意見照会・調整 区計画原案作成・地区別計画まと

意見募集 

地区別計画懇談会開催 

※区計画・地区別計画策定のための基盤づくり（通年） 

データ収集・分析 コンサル業者委託 

※地域づくりデビュー講座（通年）（H26年度で終了） 

データ分析・全体計画への反映 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２７年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２８年
１月

２月 ３月
区名 取組内容

26年度 27年度

西区 策定・推進検討会

地区別懇談会

データ収集・課題分析

区民意見の聴取

広報

フォーラム・発表会

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修

力を入れる取組等

中区 策定・推進会議、策定・推進検討部会

第1回
（今年度の進め

方、グループイン
タビューの実施

等）

第2回
（計画策定の考え
方、各地区ごとの

策定方法等）

第１回
（区全域計画策
定、地区別計画

策定状況報告等）

第２回
（区全域・地区別

計画素案）

第３回
（計画承認）

地区別懇談会・地区別計画策定推進会議

区計画策定推進

データ収集・課題分析

区民意見の聴取・広報 通信発行 通信発行 通信発行 通信発行 通信発行 通信発行 通信発行

通信発行

フォーラム・発表会

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修

力を入れる取組等

南区 策定・推進検討会 委員の検討 委員依頼 委員会開催 委員会開催

地区別懇談会・地区別計画策定推進

区計画策定推進

区民意見の聴取・広報
区連会
説明

民児協説明
区民意見

  募集

データ収集・課題分析 業者委託 データ収集 課題分析 報告書

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修 研修実施 研修実施

港南区 地域福祉保健計画推進協議会 　　　●推進協議会(7/17) 　　　 ●推進協議会(3/19) 　　　●推進協議会（予定） 　　　　●推進協議会（予定） 　　　　
●推進協

議会

地区別懇談会・地区別計画策定推進
●地区別計画推進研究会(11/4)

区計画策定推進

データ収集・課題分析 ↑27年度　区計画策定スケジュールを確定（４月）

区民意見の聴取・広報 ●計画推進ニュース発行 ●計画推進ニュース発行 ●計画推進ニュース発行 ●計画推進ニュース発行 ●計画推進ニュース発行
●計画推進
ニュース発行

フォーラム・発表会 ●元気な地域づくり推進フォーラム（3/14）
●元気な地域
づくり推進
フォーラム

港南区地域支援合同研修（区、社協、ケアプラザ職員等） 　　　●合同オリエンテーション(5/16) ●合同研修（９/３，９）

力を入れる取組等
地区別意見交換会等の実施

計画とりまとめ

16地区での意見交換
（振り返り会議）

地区別計画検討
ふれあい懇談会

（16地区）

●推進協議会
（5月以降の適宜開催）

区民アンケート

関係者ヒアリング、ア
ンケート項目の検討

関係者ヒアリング
（テーマ別部会）・
対象事業所選定、
アンケート用紙印刷

関係者アンケート
意見取りまとめ及び

課題抽出

意見取りまとめ及び
課題抽出

計
画
の
柱
確
定

意見交換会実施に向けた調整意見交換会実施方法の検討

計画素案作成

区民アンケート
内容検討

対象者抽出・
アンケート用紙等印刷

計画
完成

計画策定のための企画
策定作業の本格開始

地区別計画策定ﾌﾟﾛｾｽの確定
地区別計画策定の本格開始 区民・関係団体等意見反映

区計画素案とりまとめ
地区別意見交換会等の企画

地区別意見交換会等の実施 第３期計画案の最終確認

計
画
確
定

中なかいいネ！
発表会

中なかいいネ！
発表会

準備 調査・回答 集計・分析 

地区の状況にあわせて随時開催（計画振り返り、地区別計画推進） 

推進・評価委員会 推進・評価委員
会 

推進・評価委員会 推進・評価委員
会 

策定検討会 策定検討会 策定検討会 策定検討会 

フォーラム開催 フォーラム開催 

地区の状況にあわせて随時開催（計画策定、地区別計画推進） 地区の状況にあわせて随時開催（地区別計画推進） 

データ収集・課題分析 

広報区版トピック掲載（地区紹介） 広報区版 
特集号 

広報区版トピック掲載（アンケート結果） 

研修実施 

アセスメ 
ント実施 

アセスメ 
ント実施 

データ収集・課題分析 

リーダー会議（毎月）、その他研修を２回実施予定 リーダー会議（毎月）、その他研修を３回実施 

４つのテーマ別検討会（区社協の各分科会を活用）を随時開催 

意見募集 

テーマ別検討会から出た課題の計画への反映及び解決に向けた取組 
 

広報区版（意見募集） 

第2期振り返り・課題抽出 
第3期計画策定の企画 

区計画の検討 

地区別計画の検討 

ヒアリング等調査企画、統計データの収集・整理 ヒアリング等調査実施 ヒアリング等意見反映 

区計画素案とりまとめ（予定） 

地区別計画の検討、意見交換会等における議論、計画確定（～12月） 

区民意見募集（予定） 区民意見、地区別計画での議論反映、とりまとめ

検討部会：随時 検討部会：随時 

中間振り返り結果に基づいた活動を支援。 
定期的な会議の場の維持を支援。 

第3期計画策定の意識づけ。地区別計画の策定方法検討。 地区別計画（案）集約 策定母体立ち上げ。各地区ごとの方法で意見集約し、地区別計画策定。 

内容検討。 
団体へ協力依頼。 分野別グループインタビュー実施 

・結果分析 
 （必要に応じて、追加インタビュー） 
・区全域計画検討。 

区全域計画（案）集約 

計画（案）パブコメ 

区全域計画 
地区別計画 

確定 

地域支援担当向け実務研修 

転入者向け 
中なかいいネ！研修 

振り返り・次年度検討 地域支援担当向け実務研修 

転入者向け 
中なかいいネ！研修 

振り返り・次年度検討 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２７年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２８年
１月

２月 ３月
区名 取組内容

26年度 27年度

保土ケ谷区 策定・推進会議 全体会② 全体会④ 全体会⑤

地区懇談会・地区別計画策定推進

区全域計画策定推進

データ収集・課題分析

区民意見の聴取・広報

活動発表会

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修
新任リー
ダー研修会

新任メンバー
研修会

支援チーム
研修

力を入れる取組等 地区社協研修 地区社協研修 地区社協研修 地区社協研修 地区社協研修

旭区 策定・推進検討会 第１回推進会議 検討部会①
第２回推進会
議、検討部会
②

検討部会③
第１回推
進会議

検討部会① 検討部会②
第３回推
進会議

地区別懇談会・地区別計画策定推進
地区策定
委員会

地区策定
委員会

区計画策定推進
庁内調整
全員研修

庁内調整

データ収集・課題分析
　　　　振り返り・課題抽出用データの取り出し 地区カルテ用データ抽出

区民意見の聴取・広報 特集号
区民意識
調査

区民まつり 特集号 区民まつり 特集号

フォーラム・発表会 福祉大会 福祉大会

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修
新任研修
全員研修

リーダー
連絡会

リーダー
連絡会

地区連絡会 地区連絡会
新任研修
全員研修

リーダー
連絡会

リーダー
連絡会

リーダー
連絡会

力を入れる取組等
コンサル
委託契約

地区連絡会 地区連絡会

磯子区 策定・推進検討会

検討部会

区計画策定推進

地区別懇談会・地区別計画策定推進

データ収集・課題分析

区民意見の聴取・広報

全体会⑥

活動発表
(社会福祉大会)

第２回推進会議
検討部会③

地区連絡会
・全員研修

　　　きらっとニュース
　　　（庁内情報紙）

団体ヒアリング 団体ヒアリング

パブリックコメント

区民意識調査

活動発表
(社会福祉大会)

団体ヒアリング

リーダー会議① 

トークほどがや 
(ワールドカフェ) 

広報区版特集 

広報区版チームレポート連載（26年7月～28年3月） 

区民意識調査 

広報区版特集 

まとめ 

計画確定 

全体会① 
策定部会(3 部会×年2～3回程度) 

事務局策定ワーキング① 

新任リーダー・ 
異動者研修 

地区別推進助成 地区懇談会(計画策定も含む）・取組支援(随時) 

素案確定、意見募集 

リーダー会議① 
区計画振り返り・分析 

地区情報シート 
更新 

地区情報シート 
更新 

全体会③(区全域計画骨子・策定の手引き決定) 

地区別計画策定作業 

関係者インタビュー まとめ 

リーダー会議② 

各部会・地区別計画素案決定 

事務局策定ワーキング② 

各課ヒアリング 

策定の手引き（案） 

リーダー会議③ 

アドバイザー派遣 

支援チーム 
研修 

データ 
集配布 

リーダー会議② リーダー会議③ 

区
全
域
計
画
骨
子
作
成

 

計
画
確
定
・
冊
子
作
成

 

 
計
画
 
素
案
作
成

 

第１回 

第２回 

第４回 

第４回 

第５回 

第１回 

第２回 

第３回 

第６回 

計
画
確
定

 

地区別ヒアリング（第２期計画の 

振り返り) 
【各地区】地区別計画（案）の検討 【各地区】地区別計画の検討 

庁内プロジェクトによる検討 
計
画
案

 

計
画
の
方
向
性

 グループインタビュー 

第３回 

区民意見募集 

庁内プロジェクトによる検討 庁内プロジェクトによる検討 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２７年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２８年
１月

２月 ３月
区名 取組内容

26年度 27年度

金沢区 策定・推進検討会
（地域福祉保健推進会議、地域福祉保健計画推進委員会）

●推進委員
会（6/16）

●推進会議
（7/28）

地区別懇談会・地区別計画策定推進
（地区推進連絡会）

区計画策定推進、計画の全体調整
（地域福祉保健推進プロジェクト、作業部会）

●推進プロジェクト(3/9)…区域計画骨子（案）検討

　

（地区社協事務局長会議、地域支援チームリーダー会議）

●サブリーダー説明会

データ収集・課題分析（地区データ集）
＊主：地域力推進担当 　　   　地域力推進担当及び委託業者との調整、データ提供 委託業者による分析

区民意見の聴取・広報
●広報区版
　　特集

フォーラム・発表会
●福祉保健
のつどい
（2/28）

福祉保健の
つどい

地区推進連絡会

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修 ●地域支援チーム職員説明会（6/4、5、12） ●区域研修

力を入れる取組等

港北区 策定・推進検討会（○策定・推進委員会、●検討部会） ○ ○ ● 　 　●　●  ● ○ ○ ○

地区別懇談会・地区別計画策定推進

区計画策定推進 　　　　　　意見募集

データ収集・課題分析 　　

区民意見の聴取・広報 　　【取組紹介】広よこにコラム掲載（隔月、5回）、港北力発見通信（年3回）

フォーラム

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修 職員研修
転入者向け

研修

力を入れる取組等

緑区
策定・推進検討会（みどりのわ・ささえ愛プラン推
進策定委員会）●推進状況報告書の作成

①開催
(6/13)

②開催
(11/11)

③開催
（3/25）

④開催 ⑤開催 ⑥開催

地区別計画推進策定委員会
●『3か年まとめ』を使った振り返りとまとめ、今後
に向けた課題出し

区計画策定推進

データ収集・課題分析
●『区民アンケート』による福祉保健の意識と地域
福祉保健計画の認知度把握

・速報まとめ
(10月）
・検定表確
定

区民意見の聴取・広報
●『分野別・団体別インタビュー』による活動団体
等の現状とニーズの把握

フォーラム・発表会
活動発表会
（２/２０）

活動発表会
（計画発表会
／2期完了報
告）

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修
地区支援
チーム新任
研修

力を入れる取組等

●作業部会（5/14）
●推進プロジェクト（5/29）…
　２期評価と３期策定方法検討

地元説明会

地域支援チームリーダー会議にて、随時、地区別計画策定支援の情報共有 

地区社協事務局長会議にて、随時、地区別計画策定の情報共有 

●作業部会（月1回）・・・課題整理、優先順位・重点取組・評
価方法、区域での取組事項の検討 

●推進プロジェクト 

地区計画・区計画全体調整 

２期評価、３期素案検討 

都市マスタープラン区プラン改定作業との足並みをそろえた第３期計画策定 

●地区推進連絡会 
理想像の共有と課題出し 

●地区推進連絡会・・・素案（案）検討 

意識調査（8/6～22） 

●地域力向上研修（地区データ集読み方、ファシ

リテーションスキル）（10/3、15．16、11/10） 

２期評価と３期策定方法検

●サブリーダー説明会（4/22、25） 

●作業部会（10/7） 
●推進プロジェクト

（10/21）・・・理念、基本目標

の検討 

グループインタビュー（7/23、30、9/4、5、17） 

素
案
確
定 

計
画
確
定 

●地区推進連絡会 
素案（案）報告 

●推進委員会 ●推進会議 
２期評価、３期素案検討 

●推進委員会  
●推進会議 
修正素案報告 

●推進プロジェクト 
修正素案検討 

意見募集 計画周知 

区域計画各課ヒアリング（具体の取組事項の検討） 

地域支援チーム職員説明会 

●地区別計画検討部会・・・取組事項検討、素案（案）作成 

計
画
策
定

 

意見募集 

区民 
フォーラム 

職員（区、区社協、CP） 
向け研修 

区広報特集 

地区計画作成・配布 

現計画評価 

区民 
フォーラム 

アドバイザーとの打ち合わせ（月1回程度） 

 データ分析・地区データ集作成 

地域課題の把握と分析 
策定・推進に向けた地域の体制づくり 

素
案
完
成

 

地区別計画策定ガイドライン作成（事務局） 
地区計画作成・配布 地区計画策定（策定委員会、地区懇談会など） 策定に向けた協議 

チーム別 
会議 

区広報 

・地区別計画推進事業（調整・立案・執行）  ・各種補助事業等の活用支援 
・第3期地区別計画推進事業の検討 

・チームリーダー会議① 
  (4/22) 
・代表者連絡会①(4/23) 

・地区別計画推進事業（調整・立案・執行）  ・各種補助事業等の活用支援 

広報区版（コラム・特集） 広報区版（コラム・特集） 

     ①開催      ②開催 

区域研修（10/29・30） 
区域研修 拡大地区支援チーム会議 

④開催 ⑤開催 

・チームリーダー会議②(9/17) 
・代表者連絡会②(10/2) 

・チームリーダー会議(4/22) 
・代表者連絡会(4/30) ・チームリーダー会議②・代表者連絡会② （地区の実情に合わせて随時開催／ 

 
各委員会開催後に委員会通信を発行） 
 

・地区支援チーム新任研修 
 （４/１６） 

区政運営方針に基づき推進（重点事業として位置付け） 

・業者契約 （7月）  
・プレ実施 （7月） 
・アンケート確定 （7月） 
・クロス表確定 （10月） 
・対象者抽出（セレクト）（7月） 

発送 回収 
問合わせ対応 

区・地区への速報報告 

・統計検定・分析 
・課題分析 報告書 

作成／ 
発行 

報告書の配布・報告 

報告書 
作成／ 
発行 

報告書の配布・報告 
・インタビュー項目作成 
・団体等の抽出・依頼 

インタビュー
シート完成 

インタビューの実施 

インタビュー結果の整理、分析 

素案たた

き台周知 
修正 

     ③開催 

区政運営方針に基づき推進（重点事業として位置付け） 

２期報告書
の発行（２期
計画進捗状
況総括版） 

素

案

た

た

き

台

作

成 

最

終

案 課題出し 

振り返り 

 
委員会通信を発行 

策

定 

素案たた

き台周知 

素

案

完

成 

各関係団体へ説明・意見募集 

各関係団体へ説明・意見募集 修正 

意

見

募

集 

＜広報2月号特
集記事＞ 
アンケート結果、
社会福祉大会
周知等 

＜広報８月
号特集記事
＞素案周知
等 区役所各課・専門職ヒアリング 

 
委員会通信を発行  

委員会通信を発行 

＜広報８月号
お知らせ欄＞ 
アンケート実施
告知 

＜区ＨＰ＞ 
・区民アンケート
報告書掲載 
・インタビュー報
告書掲載 

ア
ン
ケ
ー
ト
・
イ
ン
タ
ビ
ュ 

ー
課
題
の
分
析
と
す
り
合
わ
せ 

 

・庁内各課・職種別ヒアリング 
・既存統計データ分析 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２７年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２８年
１月

２月 ３月
区名 取組内容

26年度 27年度

青葉区 地域福祉保健推進会議
○

第３期策定
指針報告

○
○

素案
確定

○
策定完了

○

地域福祉保健計画
策定委員会

○ ○ ○ ○ ○

区計画の見直し・策定
（区計画策定プロジェクト）

○ ○ ○ ○ ○ ○

地区別計画の見直し・策定
（地区別計画推進会議）

区民意見の聴取
〇
区民意識
調査

〇
障がい当事

者

〇
障がい当事

者・ＰＴＡ

地区サポートチーム 研修
リーダー・サ
ブリーダー
会議

研修
リーダー・サブ
リーダー会議

広報 事例発表会 計画冊子
作成

都筑区 福祉保健計画推進委員会 ○ ○ ○ ○ ○ 　　　○

第２期「地区別計画」の推進

第２期「区計画」の推進

情報発信

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修 　　○               ○

第３期計画策定準備・推進

力を入れる取組等

戸塚区 推進委員会 第１回 第２回 意見交換会 第３回 第１回 第２回 第３回

地区別懇談会・地区別計画策定推進

区計画策定推進

データ収集・課題分析

区民意見の聴取・広報
区民意識
調査

集計
広報よこはま
戸塚区版 素案 意見公募 計画決定 広報

フォーラム・発表会 情報交換会
第3期計画
発表会

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修
CW会議
ﾐﾆ研修

区域研修 研修
地域連携
チーム向け研
修

力を入れる取組等

チーム会議②
地区別計画案の検討②

チーム会議③
地区別計画の推進につ

いて
チーム会議①

ファシリテーション研修
チーム会議②

意見交換会の開催
全体会

チーム会議③
全体会

チーム会議①
地区別計画案の検討①

 

各地区別計画振りかえり 
今後にむけた地域ニーズ確認 

地区意見交換会（ワークショップ） 

各地区別計画の目標・取組内容の見直し（※26年度中から実施） 
第３期地区別計画策定 

意見募集 
計画のPR 

地域懇談会の開催・活動支援 地域懇談会の振返り 活動支援 

意見公募 

区民アンケート（H25年実施）結果のまとめ、地域基礎データーの把握と整理、分析 

○情報紙の発行 ○情報紙の発行 ○情報紙の発行 ○フォーラム開催 ○情報紙の発行 ○情報紙の発行 ○情報紙の発行 
○フォーラム開催 

区・区社協・CPでの地域情報共有 

第２期計画の振返り、 
第3期計画に向けての 
地域との話し合い 

第３期計画に向けての「地区別計画」推進会議の確認 

○地域情報交換会 ○地域情報交換会 ○地域情報交換会 ○地域 
  情報交換会 

プロジェクトチームで検討 
○区・区社協・CPからなるプロジェクトチーム設置 

○骨子案とりまとめ ○素案とりまとめ 

地域懇談会の開催 

○広報の発行（2月、3月） ○広報の発行（2月、3月） 

区民意識調査 

地区別計画策定エリア変更の調整 
 

第3期地区別計画策定エリアごとに、関係機関等で地域分析、課題抽出 

第3期地区別計画策定エリアごとに、関係機関等で地域分析、課題抽出 

エリアごとに地域懇話会等の開催 

新たに第３期地区別計画策定エリアごとに地域連携チームを結成し、地域の実情に応じた計画策定を行う。 

都市計画マスタープラン 
から意見聴取 

策定・推進委員会で検討 

策定検討会の設置準備 

地区別分析資料集印刷 

地域連携チームへの支援 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２７年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
２８年
１月

２月 ３月
区名 取組内容

26年度 27年度

栄区
推進会議
（策定・推進検討会）

①7/17 ②11/27 ③3/5

推進部会
（作業部会）

①9/4 ②11/7 ③12/19 ④1/15

区計画策定推進

データ収集・課題分析

地区別計画策定推進

区民意見の聴取・広報

力を入れる取組等

職員（区社協・ＣＰ含む）向け研修・周知

泉区 区計画（２期振り返り） 区計画振り返り 区振返り（案）作成 区振返り確定

区計画（３期策定） 区計画骨子策定検討 区骨子(案）作成 区骨子確定 区計画（案）作成 指標作成
区計画(案)
確定

区計画完成 冊子発行

地区別計画（２期振返り・３期策定） 地区別計画２期振返り・3期策定
地区別計画２
期振返り・３
期(案)確定

　地区別
　計画完成

泉区地域福祉保健計画推進協議会 開催① 開催② 開催① 開催②

３期計画策定分科会（推進協議会分科会） 委員選定 分科会の開催 区民意見募集

12地区での意見交換会 意見交換会

区民意識調査（とりまとめは区政推進課） 質問項目作成 調査 素集計 まとめ

推進イベント
広報２月
号特集

推進イベント
活動発表会

広報２月
号特集

推進イベ
ント

活動発表会
3期説明

地域支援チーム連絡会（区・区社協・ケアプラザ） 連絡会① 連絡会② 連絡会① 連絡会②
３期計画
説明会

地域支援チーム向け研修  研修

瀬谷区 全域計画策定・推進（策定懇談会・推進懇談会） 推進懇談会 6/12
策定懇談会
（第1回）
9/25

策定懇談会
（第２回）
11/6

策定懇談会
（第３回）
1/29

策定懇談会
（第４回）
3/5

策定懇談会
（第５回）

策定懇談会
（第６回）

策定懇談会
（第７回）
計画確定

地区別計画推進（懇談会・研修会） 研修会 6/26 研修会 懇談会 懇談会（計画確定・公表）

データ収集・課題分析 団体ヒアリング

区民意見の聴取・広報
広報(シンポ

ジウム) 広報（原案） 広報（中間案意見募集）
広報

（シンポジウム、
計画公表）

地域福祉保健計画推進シンポジウム
シンポジウム
（取組発表）
11/15

シンポジウム
（計画紹介）

職員（区社協・ＣＰも含む）向け研修 地区支援担当者等全体研修 地区支援担当者等全体研修

会
議
 

素案作成 原案作成 
各種アンケートの分析・ 
  まとめ 
・区民アンケート 
・活動者個人意識調査 
・活動団体取組内容 
      アンケート 

 地区別計画振り返りからの課題抽出 

必要時各種団体へのヒアリング 

区域計画振り返りからの課題抽出 意見募集 

計画策定広報 

5月： 
広よこ区版 

計画策定広報 
9月： 

広よこ区版 

計画策定広報 
12月： 

広よこ区版 

年間予定、区民アンケート・ 
活動者個人意識調査ト結果報

部会検討内容報告、 
地区状況報告 

2期振り返り 課題抽出 取組内容 骨子内容 

報告 報告 

第3期計画素案骨子作成 

第１ステップ ～２期振り返り～ 

    第２ステップ  ～３期に向けた課題抽出～ 

     第３ステップ ～３期取り組み内容検討～ 

 第４ステップ  
        ～地域住民への説明

地区支援チームの体制強化（リーダー・サブリーダー会議の開催、地区支援チーム会議の定例開催） 

すり合わせ 庁内各課へのヒアリング 

庁内向け広報紙発行（地域力推進担当と共同にて年3回程度） 

計画確定 
→周知 

素案作成 原案作成 意見募集 計画確定 
→周知 

すり合わせ 

意見募集周知 
11月： 

広よこ区版 

計画周知 
３月： 

広よこ区版 

会議（年２～３回） 

部会（回数は検討中） 

素案骨子紹介 
６月： 

広よこ区版 
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